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本報告書は、廃棄物埋立処理処分研究部会の研究テーマ「循環型社会における埋立処分のあり方」（平

成 14年度～16年度）の研究成果を報告するとともに、これから展開される循環型社会における埋立処

分のあり方を問い、提案するものである。 

循環型社会を迎えようとして、埋立処分場のあり方が問われている。すなわち、埋立用地確保が、周

辺住民の理解が得られず、困難となっている場合が多く見られる。そのため、色んな形の最終処分場が

提案されている。このような現状を、世界の動きも視野に入れて、情報整理すると共に、将来、埋立処

分場はどのような方向に進むべきかを考える。 

次のテーマについて、研究グループリーダから報告する。 

 

A．埋立地の構造・機能を巡る最近の議論          田中信壽（北海道大学）  

B．最終処分される処理残渣の量と質に関する予測研究    谷川 昇（北海道大学）  

C．世界の埋立処分の現状と将来トレンドに関する研究    松藤敏彦（北海道大学） 

D．浸出水中の重金属･有機化学物質の長期的消長に関する研究 土手 裕（宮崎大学）   

E．資源保管型埋立地に関する研究             樋口壯太郎（福岡大学） 

F．最終安定化物埋立地に関する研究            東條安匡（北海道大学） 

G．低負荷微生物反応器型埋立地の関する研究        島岡隆行（九州大学）   

H．最終処分場の適正化方法及び跡地利用に関する研究    平野文昭（福岡大学）   

 



廃棄物埋立処理処分部会の活動（平成 14～16年度） 
 

3年間の研究期間で、2回の研究シンポジウム、2回の小集会、２回の部会の集まりを持って活動して
きた。以下の時間記録を参照されたい。 

 
1． 平成 14年 5月春の研究シンポジウム「最終処分場新技術の開発・研究の動向」を開催 
2． 平成 14年 11月 29日（京都・年会：15:30～18:00）、集まりを持って研究テーマの討論・会員の意見発

表 
・平成１４－１６年度研究テーマ「循環型社会における埋立処分のあり方」を決定 
・「循環型社会における埋立処分のあり方」で 3つの講演 

� 埋立地研究の動向  田中信壽   
� 循環型社会の形成に向けた廃棄物最終処分への取り組み  島岡隆行 
� 循環型社会における最終処分場のあり方   樋口壮太郎 

3． 平成１４－１６年度部会員を再募集（学会ニュース＆ホームページ）：３８名：2002.12 
4． 平成 14年 12月に以下のグループ分けを行い、研究開始 

①課題Ａ：「最終処分される処理残渣の量と質に関する予測研究」 
 グループリーダ；谷川（鈴木、友田、福永、古田、山口）  
②課題Ｂ：「世界の埋立処分の現状と将来トレンドに関する研究」 
 グループリーダ；松藤敏（吉田充、吉田英、小川、中山）   
③課題Ｃ：「重金属・有機化学物質の安定化に関する研究」 
 グループリーダ；土手（宮脇、崎田、柳瀬）      
④課題Ｄ：「資源保管型埋立地に関する研究」      
 グループリーダ；樋口壮（岡、根本、前田章、土橋、中平）  
⑤課題Ｅ：「最終安定化物埋立地に関する研究」  
 グループリーダ；東條（関戸、纐纈、鍵谷、稲葉） 
⑥課題Ｆ：「低負荷微生物反応器型埋立地に関する研究」 
 グループリーダ；島岡（石井、田中、堀井） 
⑦課題Ｇ：「埋立地修復技術に関する研究」  
 グループリーダ；平野（松藤康、長野、太田、熊野、樋口正、前田伊、立藤） 

5． 平成 15年度春のシンポでの集まり（東京・中央大学、5/28 15:45～17:45） 
「循環型社会における埋立処分のあり方」研究について、グループリーダから、各７分で「循環型社

会における埋立処分のあり方」計画を説明。 
6． 平成 15年度筑波での小集会「都市ごみにおける焼却処理と埋立処分のインターフェイス（それぞれの

役割）を考える」開催、焼却部会と合同。 
7． 平成 15年度年会・筑波での集まり、10/23 

「循環型社会における埋立処分のあり方」研究の中間報告（グループリーダから） 
8． 平成 16年度研究討論会（川崎）「安全安心・持続可能な埋立処分を創る」を開催 
9． 平成 16年度年会（高松）小集会「循環型社会における埋立地のあり方を考える」を開催。 
10． 平成 17年 3月に「循環型社会における埋立処分のあり方」研究報告書作成 
11． （計画）平成 17年度研究討論会 
12． （計画）平成 17-19 年度研究計画「優れた埋立処分場の条件と表彰を考える（案）」の検討を開始。会

員再募集。 
 
なお、本研究部会の活動内容は、http://wastegr2-er.eng.hokudai.ac.jp/umetate/index.htm  で見られます。ま
たは、廃棄物学会のホームページに入って、左枠の「研究奨励」に入って、研究部会の埋立処分部会をクリ

ックするとこのホームページに入れます。 
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埋立地の構造・機能を巡る最近の議論 

 
北海道大学 田中信壽 

 
1. はじめに 

廃棄物問題が大きな社会問題となり、社会全体の仕組みを大量生産・大量消費・大量廃棄から適量生

産・適量消費・最小廃棄に転換することで廃棄物問題を根本的に解決するものとして、循環型社会形成

が合意されている。しかし、具体的な姿についてはほとんどが不明のまま進行している。特に、循環型

社会において廃棄物処理の仕組みはどう変わる必要があるのか霧の中にある。ましてや、最終処分の姿

も明確でない。循環型社会における最終処分のあり方を考え、それに基づいて生産・消費のあり方、廃

棄物管理のあり方について提言していく必要がある。自分たちの立場から上流側はどう変わって欲しい

のか、どう変えて欲しいのか、発言することが求められている。 
埋立地の問題は、廃棄物問題が社会問題化する問題点の一つとして取り上げられ、埋立処分場の建設

難・残余容量の不足がそれであり、いわゆる住民の反対によって極めて困難となったとされている。そ

の背景として、安定型埋立地において安定化物以外の廃棄物が処分されたり、検出されてはならない筈

の重金属などの有害物質が検出されたり、発生するはずのない硫化水素ガスが発生していたり、予定量

を超えて埋め立てされていたりと住民の不信を増す事件が多くあった。また、管理型処分場・都市ごみ

埋立地では遮水シートからの漏水が疑われ長期の裁判となり、また一部の地域で産業廃棄物処分場の建

設差し止め裁判で差し止め判決が出たり、住民投票により建設反対が多数となり、埋立処分場は安全で

ない施設であるという見方が拡がった。 
人々の不安が大きくなり、もう一度原点に戻って、科学的に安全で、仕組みとして合理的であると同

時に、人々が直感的に安心できる、安全安心な埋立処分場作りをしなければならなくなった。1997 年
の基準改正や生活環境影響調査、知事の認可権限などもこれに対応しようとするものであったが、根本

的な解決になっているかどうか、循環型社会作りという新しい時代に即しているか検討する必要がある。 
一方で、世界的な潮流として、埋立地概念に再検討の大きな動きが生じている。時代のキーワードで

ある持続可能な最終処分場作りである。その重要な鍵は、早期の安定化にある。筆者は、次世代に負の

遺産を残さない、一世代で安定化し、汚染地とならない埋立跡地を利用できる土地として残すことであ

ると考え提唱している。 
また、日本では、埋立地を巡る議論の中で色んな埋立地が提案されている。筆者の独断的な分類であ

るが、それを示すことで議論の始めとしたい。 
特に、埋立地に関する論点として、①入れるもの（埋立物）、②入れ方（前処理、埋立方法）、③いれ

もの（構造、施設）、④立地 の４つの観点から議論されるべきであることを指摘しておきたい。 
 

2. 近年に見られる最終処分概念 

循環の概念から、物の流れを捉えると、生態系を通した循環と、リサイクルと言われる人為的（社会

的）循環がある。したがって、廃棄物処理の最終段階にある、「最終処分」とは、生態系循環への還元

であり、海洋投入処分と埋立処分が想定されている（現実には埋立処分しかない）。廃棄物処理全体か

ら広く言えば、再生利用と埋立処分が廃棄物の行き先（最終処分先）である。 
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しかし、現実を見ると、「埋立処分は廃棄物処理の最後の砦」として、（極端に言えば）何でも受け入

れて土中に埋めてきた。土中に埋めてしまえばいずれ何とかなると考えてきた。工業製品がなく、ごみ

量がわずかであった時代には有効な考えであった。しかし、種々の化学物質が使われ、金属などの複合

製品が埋立処分される現代社会においてはこの概念は間違っている。 

このような状況で、最終処分＝環境還元できないものをどうすればよいのか。永久に閉じ込めておけ

ば良い、埋立地に入れておいていずれ掘り起こして再生利用すればよいなどの考えが出てきている。前

者については、住民の安全安心に結びつくのか、持続性はあるのか検討する必要がある。後者について

は、一時的保管であり、埋立処分＝最終処分と区別する必要がある。 

最近、次のような（広義の）最終処分が議論されている。 

【基本形】 

1）恒久土中保管型埋立地(Permanently Managed Containment Type Landfill)：これまでの基本的な

最終処分概念であり、（基本的にはどんな廃棄物でも）土中に閉じ込め、外部に汚染が出てこなけれ

ばよいと考える。時間概念としては長期の土中保持を考えていて再び掘り起こすことは想定されて

いない。土地の上面利用は考えられ、永久管理地として管理される。 

 

【変形（地下水汚染防止強化）型】 

2）容器構造強化型埋立地(Super-Containment Type Landfill)：漏水が問題となっているので、漏水

リスクを減らすための技術を駆使したもの。遮水を強化する、屋根付きの埋立地、鋼板遮水の埋立

地などで安全性を極度に高める。現在の日本の埋立地作りの一つの方向となっている。 

3）保持機能強化型埋立地(Super-Storage type Landfill )：重金属や有害化学物質に対応するため、

それらを保持捕捉する機能を強化した埋立地。 

 

【変形（時間促進）型】 

4）安定化促進型埋立地（early-stabilization landfill）：安定化状態を不活性物状態と考え、それ

を早期に実現することを目指す埋立地。埋立地内の反応を促進するもの（アメリカ流）、埋立物中の

有機物を前処理で減らすもの（ヨーロッパでは、MBP埋立地、日本では（焼却残渣＋不燃ごみ）埋立

地）。 

5）安定化物埋立地(Final Storage Quality Landfill)：前処理において廃棄物を不活性物にして処分

する。一つの極論的な姿として存在。 

6）埋立物選択型埋立地(Landfill Waste Selected Landfill)：埋立物の混合を避けて、分割埋立する。

あるいは、適した埋立物を混合して安定化が早くなるようにする。 

 

【土壌還元型】 

7）持続可能な埋立地(Sustainable landfill)：土壌還元を目指し、一世代で安定化させることを目指

した埋立地。そのためには、埋立物の厳密化、埋立前処理が重要と考える。 

 

【保管・掘り出し型】 

8）備蓄保管型埋立地(Stockpile Type  Landfill for Recycling/Treatment in Near Future)：将来、

資源として利用できるので埋立地内に貯めておく。将来掘り起こして利用する。埋立地構造物に保
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管することが、無責任な埋立につながらないようにする必要がある（掘り起こさなかったら問題が

起きないという条件が必要）。 

9)中間処理型埋立地(Waste Processing type Landfill)：埋立地に廃棄物を入れ、保管中に安定化さ

せて掘り出して土壌などとして使う。 

 

【埋立地不要】 

10）埋立ゴミゼロ(Minimization of Landfill waste)：徹底的なリサイクル、燃やして灰を溶融する、

灰からセメントを作る、溶融飛灰は山元還元 などにより、埋立物を作らない。これも、現在の日

本の埋立地作りの一つの方向となっている。 

11）都市内管理付き有効利用：溶融スラグや、微粒子除外・養生処理焼却灰を、管理しながら道路路

盤材などとして使用する。埋立地が作れない地域ではこの方向しかないという議論がある。 

12）屋内長期保管：作られた再生資源はその時点では、需要がないが、やがて使用されるようになる

ので、建物内に貯蔵しておく。あるいは、現時点の技術では無害化できないときに保管せざるを得

ない。需給調整のための保管。 

 
色んな提案がある。これらが、地域の条件・時代の条件（循環型社会が進展したとき、地域ごとにど

のような廃棄物が発生するのか、どのような埋立前処理システムが地域の特性を生かして組まれるのか、

最終的に環境還元するべき埋立物は何か）と共に選択されていくだろうと思われる。しかし、常に、持

続性としての「未来世代に負の遺産を残さない」を意識すること、獲得できる安全性と必要なコスト・

炭酸ガス排出量・消費エネルギー量・使用資材などとの比、つまり費用対効果を冷静に評価すことが、

必要である。 
 

埋立地に関する筆者の最近の記事： 
１） 田中信壽：（研究展望）循環型社会に向けた埋立処分研究の展望―今、どんな埋立技術研究が必要

か―、土木学会論文集、No.720/Ⅶ-25、pp1-14(2002.11) 
２） 田中信壽：（巻頭論説）循環型社会における都市ごみ処理の理想型を考える、タクマ技報、

10,No.2(2002.12) 
３） 田中信壽：歴史から見た都市ごみ処理の動向、環境工学委員会 40 周年記念シンポジウム「環境工

学の新世紀」廃棄物最小化への取組と研究課題（2003.1.25、東京） 
４） 田中信壽：今後の最終処分場のあり方について、都市清掃、56(255),pp.318-322(2003.9) 
５） 田中信壽：安全安心で持続可能な埋立処分場とは何を目指すのか、平成 16 年度廃棄物学会研究討

論会講演論文集、pp.23-26(2004.5) 
６） 田中信壽：循環型社会における最終処分場の役割―埋立地コンセプトの転換―、みやぎ政策の風、

リレー連載～環境～、第 2号(2004) 
７） 田中 信壽：（基調講演）循環型社会における最終処分場のあり方について、最終処分場の管理と

今後の最終処分場のあり方に関するセミナー、(財)廃棄物研究財団、2004.7.5 
８） 安全安心・持続可能な最終処分場、（社）日本廃棄物コンサルタント協会・技術セミナー・2004.11.10 
９） 循環型社会の構築について―リサイクルと埋立処分―、再生と利用、106 号（平成 16 年 12 月末）

論説 
１０） 循環型社会における廃棄物埋立処分場のあり方に関する最近の研究動向：素材プロセシング第

69 委員会・第３分科会（環境関連技術）第１回研究会、2004.10.29 
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A 最終処分される処理残渣の量と質に関する予測研究 

谷川 昇，鈴木 慎也，友田 啓二郎，福永 勲，古田 秀雄，山口 直久 

A.1. はじめに 

循環型社会形成を目指して，ごみの発生抑制，排出抑制，再生資源の回収・利用を促進するために，

全国の市町村は，ごみ処理手数料の有料化，容器包装リサイクル法の完全実施等の施策遂行に積極的に

取組んでいる．これらの施策実施に伴って最終処分される一般廃棄物の質と量が変化し，これまで社会

的，技術的に円滑に運営されてきた一般廃棄物処分システムにも影響を及ぼす可能性がある．そこで，

循環型社会形成への取組を積極的に行っている自治体を対象に，文献調査とヒアリング調査を行い，循

環型社会における一般廃棄物最終処分残渣の量と質を予測するための基礎的資料を得たので，その結果

を報告する． 

A.2. 方法 

循環型社会形成を目指した様々な取組(ごみ処理

手数料の有料化，容器包装リサイクル法の完全実施，

ガス化溶融炉の導入などの新しい中間処理方法導

入)を実施している自治体について，文献調査とヒ

アリングによって取組施策の内容と取組実施前後

のごみ最終処分残渣の量と質の変化および廃棄物

処理基本計画を検証した．調査に当たっては，以下

の事項に配慮しながら表Ａ-1 に示すイメージ区分

から対象自治体を選定した． 

①対象自治体は，大都市(人口 100万人以上)，中

都市(人口 20～30万人)，小都市 (人口数万人以

下)を網羅する． 

②取組実施前後のごみの流れもできるだけ把握

する． 

③埋立廃棄物の名称，区分，定

義等の現状を整理する． 

A.3. 結果および考察 

A.3.1. 取組施策の内容と取組実施
前後のごみ最終処分残渣の量と質

表 A-1 対象市町村の分類のイメージ 

びん、缶、ペットボト
びん、缶、ペットボト
ル、紙製容器
びん、缶、ペットボト
ル、プラスチック容器
びん、缶、ペットボト
ル、紙製容器、プラ
スチック容器

-------------
ごみ処理手数料の有

料化
びん、缶、ペットボト
びん、缶、ペットボト
ル、紙製容器
びん、缶、ペットボト
ル、プラスチック容器
びん、缶、ペットボト
ル、紙製容器、プラ
スチック容器

-------------
-------------
-------------
-------------

ガス化溶
融炉の
導入

----

生ごみの資源化

ごみ処理手数料の有料化

生ごみの資源化

従来型
の焼却
炉

容器包装リサイクル
法の実施

容器包装リサイクル
法の実施

表 A-2 調査実施自治体の取組施策の内容等 

名称
人口
(万人)

焼却方式

A 180 従来型
B 15 従来型
C 15 従来型
D 15 従来型
E 5
F 5 ガス化溶融炉
G 3 ガス化溶融炉 有料化・資源物回収・生ごみ資源化

実施施策

資源物回収

有料化・資源物回収・生ごみ資源化

資源物回収
資源物回収
資源物回収
セメント資源化・資源物回収
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の変化 

調査を実施した 7自治体の取組施策の内容等を表Ａ-2に示す． 

A.3.1.1 A市の事例 

Ａ市におけるごみの収集区分

変更と資源物回収の経緯と埋立

廃棄物量の推移を表Ａ-3，表Ａ-4

に示す．最終処分場への埋立物は

平成 8年から平成 14年にかけて

約 40％削減された．その原因は，

建設系廃材のリサイクルや事業

系ごみの有料化，びん・缶・ペッ

トボトルの資源回収の実施に伴

う直接埋立量の減少が大きい．次

に，分別の徹底による焼却ごみ量

の減少と不燃物混入量の減少に

伴う焼却灰量の削減が挙げられる．ただし，分別収集に伴う破砕減容処理から発生する破砕残渣と回収

資源物からの選別残渣が増加している． 

A.3.1.2 Ｂ市の事例 

Ｂ市におけるごみの

収集区分変更と資源物

回収の経緯と埋立廃棄

物量の推移を表Ａ-5，

図Ａ-1 に示す．埋立廃

棄物量は，平成 9 年度

からの資源物回収開始

に伴い大幅に減少した

が，その後は概ね横ば

いである． 

表 A-3 A市におけるごみの収集区分の変更の経緯 
ごみの収
集区分

備考

可燃ごみ
不燃ごみ 大型ごみを含む
可燃ごみ
不燃ごみ

資源物(びん
平成5年　一部区域で実施
             実施区域を拡大
平成10年 全市で実施

プラスチック平成12年 全市で開始　
平成 5年 大型家具類などの粗大ごみ
平成 9年 申し込み制による戸別回収
平成10年 有料制による戸別回収
平成13年 家電リサイクル法実施により テレビ
　　　　　　  ・洗濯機・冷蔵庫・クーラーの家電
              4品目は収集除外品となる。

平成5年3月
まで

現在

大型ごみ

表 A-4 Ａ市における埋立廃棄物量の推移 
A：破砕残渣 B：焼却灰 C：プラ残渣 D：選別残渣 E：資源化残渣 FGHI：直接埋立 合計

平成8年 794 109,621 ― 92 2,890 367,467 480,864
平成9年 1,651 106,973 ― 112 5,026 281,791 395,553
平成10年 4,208 98,733 ― 3,206 3,403 200,784 310,334
平成11年 4,252 96,743 ― 6,719 3,885 217,262 328,861
平成12年 8,152 95,413 298 7,010 2,513 219,175 332,561
平成13年 7,779 94,409 196 8,152 2,943 222,749 336,228
平成14年 9,909 84,059 227 7,840 1,883 193,931 297,849

(単位　ｔ）

表 A-5 B市におけるごみの収集区分変更の経緯 

平成9年3月まで
収集区分 収集区分 種類
可燃ごみ 可燃ごみ 生ごみ、皮革類、木類など

資源ごみ(古紙類) ※１ 新聞、書籍・雑誌、段ボール
不燃ごみ プラスチックごみ 買物袋、ラップ類などのプラスチック製

小型破砕ごみ おもちゃ、小型電気製品など
大型ごみ 家電、家具類など
資源ごみ(ﾋﾞﾝ･ｶﾝ) ビン類、カン類
資源ごみ(ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ)※２ 飲料用・酒用・しょうゆ用のペットボト
資源ごみ(食品ﾄﾚｲ) 食品用発泡スチロールトレイ(白色の

乾電池類 乾電池類 乾電池・蛍光管
※１　平成15年4月より分別収集開始　　　※２　平成14年4月より分別収集開始

平成9年4月から
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Ｂ市では，現有焼

却施設(240t/24h)の

更新と周辺小規模

施設との統合を目

指した施設更新計

画を進めている．こ

のため，ごみの更な

る減量と再資源化

を計画しているが，

分別した後に埋立

処分を行っている

廃プラスチック類

の再資源化方策と

古紙類，廃プラスチ

ック類の焼却回避に伴う可燃ごみカロリーの低下対策が重要な課題となっている． 

廃プラスチック類については容器包装リサイクル法ルートによる再資源化も考えられるが，焼却施設

での助燃剤利用，民間ルートを利用した再資源化も選択肢と考えられている．可燃ごみカロリーの低下

に対する方策としては，廃プラスチック類の助燃化のほか，生ごみ分別も選択肢とされている．いずれ

にせよ，循環型社会形成の流れのなかで，現状のまま廃プラスチック類を埋立処分することは不合理で

あると認識されており，いくつかのシナリオによる総合的な環境負荷の検証(LCA)及び総合コスト最小

化の検討(LCC)が実施される予定とされている． 

A.3.1.3 C市の事例 

Ｃ市におけるごみの収集区分変更の経緯と埋立廃棄物量の推移を表Ａ-6，図Ａ-2に示す．埋立廃棄物

量は，資源物回収開始に伴い減少した． 

Ｃ市においては，老朽化が進行した２つの焼却施設(200t/24h，112t/24h)を更新・統合する新焼却施設

建設事業が進行している．この計画においては，現在，埋立処分されている不燃ごみの更なる減量が盛

り込まれている．不燃ごみの焼却により最終処分重量 30～40%の減量が期待され，最終処分場の延命化

に寄与すると考えられているが，それによってもなお，埋立処分が必要な廃棄物が残存し，かつ災害等

による非定常な廃棄物発生も想定されることから，最終処分場は今後も重要な都市施設であると認識さ

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

8 9 10 11 12 13 14 15 (年度)

(t/年)

直接埋立
不燃残渣
プラ残渣
焼却残渣

図 A-1 B市における埋立廃棄物量の推移 

表 A-6 C市におけるごみの収集区分の変更 
平成14年9月ま
収集区分 収集区分 種類

可燃ごみ 可燃ごみ 台所ごみ、紙類(紙製容器包装以外) 等
不燃ごみ 不燃ごみ プラスチック類(プラ製容器包装以外)、皮革・ゴム類、陶

器類、金属類、その他(灰，ガラス類等)
資源ごみ
(古紙類)

資源ごみ
(プラ製容器包装)

資源ごみ(その 資源ごみ(その他) スチール缶、アルミ缶、飲料用びん、ペットボトル
粗大ごみ 粗大ごみ 家具類、寝具類、ﾄﾀﾝ・ｻｯｼ類、自転車など

平成14年10月から

資源ごみ(古紙
類，紙製容器包

新聞、雑誌・広告・チラシ類、段ボール・箱類・袋類・カッ
プ類、牛乳パック、布類(古着)
プラスチック類(ボトル類、カップ・パック類、袋類、その
他)

 



 9

れている． 

また，ごみの排出

抑制を中心とする

ごみ減量も重要と

認識されており，こ

のため，主に事業系

ごみ(生ごみ，廃プ

ラスチック類ごみ)

を対象に民間ルー

トによる資源化施

策が検討されてい

る．これにより最終

処分量のうち，直接

搬入分のさらなる

減量が見込まれる． 

A.3.1.4 Ｄ市の事例 

Ｄ市におけるごみの収集

区分と埋立廃棄物量の推移

を表Ａ-7，図Ａ-3 に示す．

平成 13 年度まで埋立処分

されていたビニール・プラ

スチック類を平成 14 年度

からは資源化することとし

た．このことによって，平

成 14 年度の埋立処分量が

前年度（12,515t/年）と比べ

て大幅(約 35%)に削減され，

埋立処分されるものの物理

組成も大きく変化している． 
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20,000

11 12 13 14 15 (年度)

(t/年)

直接埋立
処理残渣
焼却残渣

 

図 A-2 C市における埋立廃棄物量の推移 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H10 11 12 13 14 （年度）

（ｔ/年）

ビニール・
プラスチック類

不燃残渣

灰固形化物

焼却残渣

図 A-3 Ｄ市における埋立廃棄物量の推移 

表 A-7 D市におけるごみの収集区分  表 A-8 E市におけるごみの収集区分 

区分 種類
燃やすごみ 生ごみ、紙くず、木くず等
燃やさないごみ ビニール、軟質プラスチック類

新聞
雑誌、その他の紙
段ボール
古布

資源物（不燃系） びん、缶、ペットボトル
燃えないごみ 陶磁器等
有害ごみ 乾電池
粗大ごみ 1辺が50cm以上のごみ

資源物（可燃系）

  

平成14年12
月1日まで

現在

収集区分 収集区分
可燃ごみ
不燃ごみ
ペットボトル ペットボトル
びん、缶 びん、缶
古紙・古布 古紙・古布
金属類
粗大ごみ
乾電池等 乾電池等

取り扱い先

可燃ごみ(資源化
処理)

セメント資源化施設

リサイクル業者
粗大・金属類
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A.3.1.5 E市の事例 

E 市におけるごみの収集区分変

更の経緯と埋立廃棄物量の推移を

表Ａ-8，図Ａ-4 に示す．E 市では，

昭和 48 年から 29 年間稼動してい

る焼却施設（バッチ式ストーカ炉，

処理能力 60t/日）の老朽化と，平成

14年 12月 1日からのダイオキシン

類の規制強化をうけて，平成 12年

12 月からごみのセメント資源化処

理に移行している．資源化処理対

象のごみは，台所ごみ，プラスチ

ック製品・容器，ガラス・瀬戸物，

その他のごみである．平成 14年度

からのセメント資源化処理に伴って焼却残渣量がゼロとなり，埋立廃棄物量がセメント資源化の前処理

選別工程から発生する処理残渣量のみとなったことから，平成 15 年度の埋立廃棄物量は平成 10 年度

（2,699t/年）と比べて約 98％削減されている． 

A.3.1.6 F市の事例 

F 市におけるごみの収集区分変更の経緯と埋立

廃棄物量の推移を表Ａ-9，図Ａ-5 に示す．ごみの

収集は，3分別から 5分別７種類に変更されるとと

もに，ごみ処理手数料が定額制から従量制になっ

た．また，可燃ごみはガス化溶融炉で処理され，

排出されるスラグは施設に併設されている最終処

分場に埋め立てられている．ここ

では，その分もごみ量に対するス

ラグ量の割合（スラグ＝ごみ量の

約７％）で概算し，F市の最終処分

量としている．すべての資源化施

設が本稼働したのは平成 15 年 10

月からなので，図Ａ-5 に示す推定

値は，全収集ごみが 15年４月から

各施設で処理された場合の値であ

る．ごみの収集量自体が約４割減

少しているためもあるが，埋立廃

棄物量は大幅に減少している． 
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図 A-4 E市における埋立廃棄物量の推移 

表 A-9 E市におけるごみの収集区分変更の経緯 

平成15年3月まで
収集区分

びん
缶
ペットボトル

粗大ごみ

平成15年4月から
収集区分

可燃ごみ
生ごみ
可燃ごみ

不燃ごみ

不燃ごみ

資源ごみ

粗大ごみ  
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図 A-5 F市における埋立廃棄物量の推移 
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A.3.1.7 G市の事例 

G 市におけるごみの収集区分

変更の経緯と埋立廃棄物量の推

移を図Ａ-6，Ａ-7に示す．生ごみ

は堆肥化され，可燃ごみはガス化

溶融炉で処理されている．埋立廃

棄物量は，分別収集を開始してか

ら平成 6 年度までは減少傾向を

見せたが，その後増加傾向が見ら

れていた．しかし，生ごみ堆肥化

とガス化溶融炉の導入によるス

ラグ資源化といった行政施策と

市民の協力により，平成 15年度

の埋立廃棄物量は最終処分量が

急減している．なお，「その他残

渣」の中には，災害時に搬入され

る破砕処理困難な廃棄物なども

含まれている．平成 11年度にお

いてその他残渣が多いのは，台風

による被害が大きかったためで

ある． 

A.3.2. 廃棄物処理基本計画 

調査を実施した 6 都市の概要

を表Ａ-10に示す．統一的に集計

するために，起点年度および計画

年度，(計画)人口，潜在的総排出

予測量，その削減率，市総処理量

（家庭系，事業系），焼却処理量，

再生利用量（減量化量，家庭系，

事業系），その再生利用率，最終

処分量（直接埋立量，焼却残渣量，

その他），処理処分量の削減率，

最終処分量の削減率をまとめた．

その結果を表Ａ-11に示す．いず

れの都市も「循環型社会を目指し

た」を謳っているが，その具体性

には各市によって差がかなりみられた．また，埋立廃棄物の名称，区分，定義にも相違がみられた． 

可燃ごみ

なべ・釜

生きびん

アルミ

雑びん
透明
水色
茶色
緑色
黒色

スチール

ペットボトル

廃プラスチック

新聞

段ボール

雑誌

その他紙

布類

有害ごみ

びんのふた

板ガラス

破砕・埋立

粗大

生ごみ

平成5年8月～ 平成10年4月～ 平成12年4月～ 平成14年12月～ 平成15年4月～

雑誌･その他紙

電池類
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図 A-6 G市におけるごみの収集区分変更の経緯 
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A.3.2.1 H市の事例 

対象とした都市の

中では計画起点年度

が平成 10年度と最も

古く，現状とのずれ

が懸念された．ごみ

減量化や再資源化の

行政施策は，①市役所自らの取り組み，②社会システム作りに向けた施策，③市民によるごみ減量化の

促進，④事業者によるごみ減量化の促進，⑤市によるリサイクル・再資源化に区分して行われている．

数値目標がいまだ具体的でなく，新計画では数値目標の充実が期待される． 

A.3.2.2 Ｉ市の事例 

 I市も H市と同様に計画年度が古く実態と少々あっていないようであった．行政施策として①家庭系，

事業系のごみ減量を進めるためのシステム整備，②３R推進のための市民，事業者の自主的な取り組み

を促す基盤づくり，③環境負荷低減を考慮した適正処理の推進，④美しく魅力あふれる都市，⑤計画の

推進に向けての柱で進められている．I 市も数値目標がいまだ具体的でなく，新計画では数値目標の充

実が期待される． 

A.3.2.3 J市の事例 

J 市の計画は，国の循環型社会形成推進基本計画策定以降に策定されたので，計画が具体的である．

行政施策の 3本柱として①上流対策として環境に配慮した生活様式や事業活動②ごみ減量化への取り組

表 A-10 調査実施自治体の概要 

名称 人口(万人) 焼却方式
H 249 従来型
I 148 従来型
J 139 従来型
K 89 ガス化溶融炉
L 79 従来型
M 8

有料化・資源物回収・生ごみ資源化
資源物回収
セメント資源化・資源物回収

実施施策
資源物回収
資源物回収
資源物回収

表 A-11 H市，I市，J市，L市における一般廃棄物将来ごみ質・量計画の総括 
調査対象市 H市 I市 J市 L市

計画年月（平成） ＾１２年４月 ＾１５年１２月 ＾１３年２月 ＾１３年３月

起点年度および計画年度 ＾　１０ ＾　２１ ＾ １３ ＾ ２２ ＾ ２７ ＾ １０ ＾ １７ ＾ ２２ ＾ １１ ＾ １７　 ＾ ２２
(計画)人口（単位：千人） 1462 1584 794 820 850
①潜在的総排出予測量 1870 1940 858 811 804 986 1014 1047 383 391 401
　　　　　　総排出量削減率 0 5.5 6.4 0 3.57 2.08
②総処理量 1840 1590 763 598 574 974 882 860 383 370 375
　　　　　　　家庭系 315 277 260 622 539 526 243 231 234
　　　　　　　事業系 448 321 314 352 343 334 140 139 141

③焼却処理量 1708 159 729 591 568 721 692 613 324 307 284

④再生利用量(減量化量） 30 350 95 213 229 80 150 213 65 89(112*)
　　　　　　　　　家庭系ごみ 130 112 147 161 40 58 69

　　　　　　　　　事業系ごみ 220 ＾　ー
*

65.6
*

68
*

6.9 20
　　　　　　　　　再生利用率 11.1 24.6 26.7 8 17 25 10.9 17.6 23.8
⑤最終処分量 510 300 156 52 49 266 143 126 73.5 62.1 32.8
　　　　　　直接埋立量 34 7.1 6.3 5.2 2.1 2.2
　　　　　　焼却残さ量 121 45 43 63.5 57.5 28.9
　　　　　　その他 4.9 1.5 1.7
⑥処理処分量削減率 0 14 0 22 25 0 9 12

⑦最終処分量削減率 0 41 0 67 69 0 46 53 0 15.6 55
（起点年からの）

注： ＊告示産廃を一部は産廃リ ごみ発生量予測は予測下限値 　ごみ種別発生予測有り
　　ｻｲｸﾙに回している *灰溶融の資源化を含む

　

単位：千トン（年）または％（但し原データを四捨五入した場合もある）
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み③適正処理を掲げ，それぞれ平成 13年度の現状，22年度目標，27年度の数値目標を明らかにしてい

る．その設定にあたって，市民，事業所，学生，観光客からアンケートを採り，LCA も実施しながら，

環境学習機会の増大目標，手つかずの食品排出の削減目標，リターナブル容器の普及目標などと，それ

ぞれきめ細かい裏付け数値目標も設定している． 

A.3.2.4 K市の事例 

K市の計画は，基本計画は，

平成 14 年度を初年度とし，

平成 23 年度を目標年次とし

ている．紙・生ごみ・プラス

チック・布・粗大ごみの品目

毎に具体的な減量化目標を

示し，目標達成により次の状

況を予測している． 

①平成 28年度における市処理処分量は約 35万 tとなり，現状の施策を維持する場合と比べて約 10%

の減量化効果が得られる． 

②資源回収量の増加および焼却残渣の再資源化により最終処分量は減少し，平成 28 年度における最

終処分量は現状の約 4.9万 tが約 4.3万 tに削減され，最終処分率も現状の 12%から 9%に削減される． 

③施策を推進した場合，将来の最終処分量の内訳は表Ａ-12のとおりとなる． 

なお，Ｋ市においては，最終処分場（新内陸処分場：埋立期間約 15年）が平成 12年 9月に供用開始

しており，最終処分場容量が逼迫している他都市等と比べると比較的最終処分は余裕がある状況にある．

それでも，焼却残渣を徹底的に資源化することで延命化を行うことを計画しており，さらに，最終処分

せざるを得ない廃棄物がゼロになることはないとの考えから，焼却残渣の再資源化状況等を勘案しなが

ら，次期最終処分場について用地の確保など計画的な施設整備を検討している状況にある． 

A.3.2.5 L市の事例 

平成 13年度から 17年度を第１次基本計画の第 2回見直し，平成 18年度から 22年度までを第２次ご

み処理基本計画の一部として立案している．ごみの自然発生量予測では，平成 17年度，22年度には基

準年 11年度の対してそれぞれ約 2.0%，4.5%の増大を予測している．その内容として，生活ごみ，粗大

ごみ，不燃ごみの増大を予測しながら事業系の直接搬入ごみの減少を予測している．そして，それぞれ

の発生抑制・減量化・資源化計画を立てている．再生利用・減量化の対策として集団回収を援助し，容

器包装など市独自の資源回収に努力するとしている． 

A.3.2.6 M市の事例 

M市のような小都市では，市独自に綿密な廃棄物処理計画を立案することは困難であり，３R,４Rを

スローガンとしながら，数値目標として以下内容を掲げている． 

①再資源化の向上を図りながら市収集ごみの必要処理量（焼却量）を家庭系・事業系・直接搬入それ

ぞれにおいて 30%減量化する． 

②市民やスーパーマーケット，公共施設の協力を得ながら市民による集団回収量を 30kg/人/年から

表 A-12 K市の将来の最終処分量の内訳 

H11 H18 H23 H28
直接埋立量 5,437 5,840 5,993 6,080
焼却残渣量 42,944 35,711 22,721 23,188
スラグ埋立量 0 9,584 11,964 12,210
溶融飛灰量 0 567 1,133 1,156
合計 48,381 51,701 41,812 42,635

単位：t
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40kg/人/年まで向上させる． 

A.4. おわりに 

Aグループのメンバーがそれぞれ行った調査結果を要約したが，これからも事例を増やして循環型社

会における一般廃棄物最終処分残渣の量と質を予測するための基礎的資料を得たいと考えている．これ

までの事例からは，各種リサイクル・適正処理の推進に伴う直接埋立物の減少が埋立廃棄物量の減少に

寄与している．しかし，各種リサイクル・適正処理の推進によって最終処分される廃棄物の質も変化し

ているが，それらの情報が得られるシステムになっていない．今後の最終処分場の安定化や埋立廃棄物

の安全性を議論するために必要な情報が得られる新たな調査法の整備が是非とも必要である． 
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B 世界の埋立処分の現状と将来トレンドに関する研究 

中山裕文，松藤敏彦（Bグループリーダー），吉田英樹，吉田充夫 

B.1. 埋立て選択の背景 

すべての中間処理は残渣が残り，埋立てを必要とする．したがって焼却は埋立て前処理と考えるのが

正しいが，ごみ処理を考えるときは焼却か埋め立てかを比較することが多い．焼却炉は 19 世紀にイギ

リスで開発され，ヨーロッパ，アメリカに輸出された．しかしイギリスには埋立に適した（空間が用意

されているという意味で）鉱山跡が多いため埋立が主流となり，アメリカでは排ガスの環境影響と処理

にコストがかかるため，焼却は減少した．一方，ドイツ，スイス，ベルギー，フランスでは焼却技術の

開発が続き，特にフランスは 900万トンを 210の施設で焼却し(1999年)，うち 76％（ごみ量）を 110の

施設でエネルギー回収を行っている．しかし欧米全体としてみると，主として，小規模施設の閉鎖のた

め，焼却施設数は過去 15年間減少している 1)． 

埋立てが選択される理由の第一は，コスト

の安さにある．表 B-１に GNPを都市ごみ焼

却率の関係を示すが，よい相関が見られる．

すなわち世界的に見れば，貧しい国は埋立て

に頼り，経済的に豊かな国が焼却を選択して

いる．以下では，開発途上国，東欧・バルト

海諸国など EU新加盟国の現状について述べ，

最後に先進国（米国，西ヨーロッパ諸国）の

埋立て戦略について整理し，将来の方向性を

考える． 

B.2. 国による廃棄物の定義，埋立
地分類の違い 

わが国では，産業廃棄物埋立地をし

ゃ断型，管理型，安定型に分類してい

るが諸外国はどうであろうか．埋立さ

れる廃棄物によって埋立地構造，管理

方法が異なり，都市ごみ，有害廃棄物

などの定義も同一ではない．したがっ

て，本節では廃棄物の定義，埋立地の

分類方法について整理する． 

表 B-1 GNPと都市ごみ焼却率の関係 

＞3万ドル 2～3万ドル 1～2万ドル 1万ドル以下
スイス スウェーデン
デンマーク ベルギー
日本
ノルウェー オランダ

オーストリア
ドイツ
フランス
アメリカ
イタリア
フィンランド オーストラリア サウジアラビア
アイルランド スペイン チェコ
イギリス 台湾 ハンガリー
カナダ ニュージーランド ポーランド

ギリシャ スロバキア
ポルトガル ブラジル
韓国 トルコ

各ブロックは、上からGNPの多い順
（Bertolini 2003の表を和訳）

10～20％

＜10％

一人あたりGNP(2001)焼却率

＞50％

20～50％

 

表 B-2 都市ごみの定義（米国と日本） 

米国の分類

発生源の分類 内容 一廃 産廃

(1) 住居（Residential） ◎（すべて） なし

(2) 商業（Commercial） 店舗、食堂、ホテル ○

(3) 公共施設（Institutional） 学校、病院 ○

(4) 建設・解体（Construction and
demolition）

○

(5) 都市サービス（Municipal
services）

道路清掃、造園な
ど

○

(6) 処理プラント（Treatment
plant sites）

浄水、下水、ごみ焼
却炉

○（汚泥）

(7)工業 （Industrial） 建設、製造など ○

(8) 農業（Agricultural） 右記以外 ○畜産糞尿、
動物の死体

(1)～(6)がMunicipal Solid Waste（都市ごみ） ○大部分

特定業種以外
の紙くず、木く
ず

プラスチック、
金属くず、ガラ
スくず

わが国の分類との対応
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通常，廃棄物というと都市ごみ

（MSW：Municipal Solid Waste）を

イメージし，この名称は世界で共

通に使用されている．表 B-2 は，

米国と日本の定義を比較した 22)．

米国では農業と工業の廃棄物を除

いた(1)～(6)を MSW と定義してい

る．発生源で分類するため，定義

は明確である．一方，わが国は事

業活動に伴って発生する事業系廃

棄物のうち 20 種類をまず産業廃棄物と指定し，それ以外の事業系ごみと家庭系ごみを一般廃棄物とし

ている．産業廃棄物の指定が一部の業種指定を除き，基本的に組成によっているため，米国の定義とは

一致しない．表 B-323)には各国の都市ごみの定義であるが，ここでも違いが見られる．このように都市

ごみの定義は国により異なっているが，EU 埋立指令（99/31/EC）では「家庭系の廃棄物およびそれら

と組成の似通ったその他の廃棄物」と定義しており，組成においては国間でも大差がないと理解できる． 

埋立処分を考える際には，有害性と安定性を基準として分類する．EU は埋立指令において有害

（hazardous waste），非有害（non-hazardous），不活性（inert）に分類し，それぞれの廃棄物に対する埋立

地の受け入れ基準，しゃ水構造などを

定めている．不活性廃棄物は「物理的，

化学的，生物的な変化が起こらない．

溶解，燃焼，物理化学反応，部生物分

解，他への影響がなく，環境汚染，人

体への影響がない廃棄物である．重大

な溶出性，汚染物含有量，生体毒性が

なく，特に表流水，地下水への影響が

ない」と定義されている．米国では州

ごとの法律で定められているが，カリ

フォルニア州は有害廃棄物（クラスⅠ），

特定の廃棄物（Designated waste: クラ

スⅡ），都市ごみ（MSW：クラスⅢ）

に分類し，これが一般的と考えられる
24)．クラスⅡの埋立地とは，例えば建

設廃棄物（C/D waste, Construction & 

Demolition waste）などを指す． 
ここでは EU の分類にしたがい，表

B-4 に北米の Geosynthetic Institute25)が

まとめた，しゃ水基準を示す．

Hazardous, Municipal, Inert の３つのタ

表 B-3 都市ごみの定義の違い 

都市または地域 家庭系
ごみ

事業系
ごみ*

産業廃
棄物#

家庭系
有害廃
棄物

建設
廃棄物

農業
廃棄物

ブレシア（イタリア） ○ ○ ○ ○
コペンハーゲン(デンマーク） ○ ○ ○ ○ ○
ハンプシャー(英国） ○ ○
ヘルシンキ(フィンランド） ○ ○ 任意 ○
ラーンディルクライス(ドイツ） ○ ○ 任意 ○
マルメ(スウェーデン） ○ ○ ○ ○
パンプロナ(スペイン） ○ ○ 任意
プラト(イタリア） ○ ○
シアトル(米国） ○ ○
ウィーン(オーストリア） ○ ○ ○ ○
チューリッヒ(スイス） ○ ○ 任意 ○
　＊家庭ごみに組成の似たもの

表 B-4 埋立地分類ごとの底部ライナー，トップカバーの 
基準の有無 

Liner Cover Liner Cover Liner Cover
Australia

Victoria ○ ○
New South Wales ○ ○ ○

Austria ○ ○ ○ ○ ○ ○
Belgium ○ ○
Bstswana ○ ○ ○
Brazil ○ ○
Canada

Alberta ○ ○ ○ ○
Ontario ○ ○ ○ ○
Other ○ ○

China
Hong Kong ○ ○

Croatia ○ ○ ○ ○
Denmark ○ ○
EU ○ ○ ○ ○ ○
France ○ ○ ○ ○ ○ ○
Germany ○ ○ ○ ○ ○ ○
Hungary ○ ○ ○ ○
Israel ○ ○
Italy ○ ○ ○ ○
Japan ● ●
New Zealand ○ ○
Poland ○
Portugal ○ ○
Russia ○ ○ ○ ○
South Africa ○ ○ ○ ○
Sweden ○ ○
Switzerland ○ ○ ○ ○
Taiwan ○
Thailand ○ ○ ○ ○ ○ ○
Turkey ○
UK ○ ○ ○ ○
US ○ ○ ○ ○

Hazardous Municipal InertCountry and States
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イプの処分場ごとに，底部ライナー(Liner)，トップカバー（cover）の基準の有無とその内容についての

資料であり，埋立地の管理に対する考え方が反映されていると考えられる．Municipalのみで，Hazardous

のカテゴリーを持っていない国がいくつかある．日本のデータは実質と異なっていたので，遮断型を

Hazardous，管理型をMunicipalとした．Inertについては，その基準の有無がはっきりしないが，日本の

ようにライナーのない Inert処分場は世界にもあるようだ． 

B.3. 開発途上国の状況 

世界人口の 70%以上を占める開発途上国ではごみ処理は埋立が中心であるが，技術面(ハード)のみな

らず運営・管理面(ソフト)の未整備という問題を抱えていることが多い．こうした技術面と運営・管理

面の状況から開発途上国の埋立地は，概ね以下の３つのグループに分けられる (文献 19の分類を簡略化

した)． 

①オープン・ダンプ(Open Dumps)： 単に地面にゴミを積み降ろして投棄するだけの状態であり，ご

みの搬入が管理されておらず，処分場(投棄地)の境界が明確でなく，無秩序に積み降ろされるだけなの

で非効率でごみが散逸する．規模が小さく食品残渣等のみならば自然に分解して問題は発生しないが，

開発と市場経済により様々の商品や包装物が進入してくると，一気に問題が顕在化する．低所得の開発

途上国の多くはこのタイプであり，特に大都市圏ではその進行は劇的である．野焼きや有価物回収（ス

カベンジング）が一般的である． 

②コントロール・ダンプ(Semi-controlled, Controlled, and Engineered Dumps)：基本的にはオープン・ダ

ンプではあるが，一定の運営管理面での対応が認められる状態である．このグループでは，多少とも管

理施設（管理者）が置かれ，処分場の境界が柵や堰堤によって設定される．ごみ搬入管理と計量がされ，

場内では搬入道路が一定程度整備され，重機によるごみの移動と転圧などが行われる．また，より進ん

だ状態では，ごみ散逸や悪臭を避けるため覆土の実行，ガス抜き管設置がなされる(Engineered Dump)．

開発途上国で「衛生埋立」と称するものはしばしばこのタイプのものが多い．多くの場合，浸出水が大

きな問題となっている． 

③各種の衛生埋立(Sanitary Landfills)： コントロール・ダンプがさらに改善され，管理が進み，遮水

工が施され浸出水対策（循環処理や浄化処理）,やガス対策が講じられる．環境影響監視のためのモニタ

リングが導入される． 

開発途上国の多く，とりわけ低所

得の国々においては，埋立に関する

現在の課題はオープン・ダンプ状態

をいかに改善していくのかに尽きる．

一般的には，オープン・ダンプから

コントロール・ダンプへ，そして衛

生埋立へと，与えられた条件に応じ

て段階的に改善していく途上にあり，

多くは未だ衛生埋立の状態には至っ

ていない．日本のこれまでの廃棄物分野技術協力の経験によれば，埋立の改善レベルは表 B-521)に示す

４つの段階（レベル１からレベル４）を設定することができる．なお，マレーシア，イラン，メキシコ，

表 B-5 開発途上国における埋立地の改善レベル 
改善課題 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

管理施設（管理者）の常置 ○ ○ ○ ○
搬入ごみの管理と計量 ○ ○ ○ ○
搬入道路・場内道路の整備 ○ ○ ○ ○
堰堤の設置・埋立地境界の明確化 ○ ○ ○
即日覆土・ガス抜きの設置 ○ ○ ○
ごみ飛散防止稼動フェンス ○ ○
浸出水循環処理 ○ ○
遮水工 ○
浸出水浄化処理 ○
出所：文献20をもとに国際協力機構国際協力総合研修所・小槻作成(2004)



 18

中国，大洋州などでは，現地の条件に対応した準好気性埋立の導入が評価を得ている． 

以下に，開発途上国の埋立に関するいくつかの報告を例として挙げる． 

(1)エジプト（カイロ）2) 

都市ごみの 40％は公共が自動車を用いて収集し，埋立地で資源物が選別される．有機物はコンポスト

化され，エジプト全体で 55 の堆肥化施設がある．ごみの 40％は Zabbaleen と呼ばれる人たちが人力で

収集し，手選別によって紙，金属，プラ，繊維，動物の骨（85％）を回収している．Zabbaleen は南エ

ジプトの移民で，豚，山羊を飼い，家庭からえさとなる食品残渣を集めていたが，ごみの収集，選別に

かかわるようになった．埋立地での収集ごみの選別も Zabbaleenが行っている．残りの 20％は収集され

ずに路上に残され，不定期に収集されている． 
(2)インド 3) 

NGO による戸別収集が始まっているが，大部分は共同のオープンコンテナからの収集である．収集

されたごみはほぼ 100％がオープンダンプへ運ばれ，一般に広い土地に１～6ｍの高さに積まれている．

1999 年に，都市ごみ対策のルールが作成され，リサイクル，コンポスト，焼却を進めようとしている．

埋立ては，衛生埋立とし，搬入物を生物非分解性に限るとしている． 

(3)タイ 4) 

都市ごみ収集率は 70～80％と高いが，処理の内訳は衛生埋立て 26％，リサイクル 11％，焼却 1％，

オープンダンプ 62％であり，オープンダンプの割合が高い．表流水，地下水の汚染，ごみの飛散などが

問題となっている．紙，びんなどの家庭での分別は一般的である．コンポストは，質が悪く（重金属の

問題）実施は少なく，焼却は高コストと住民の反対のため，限られている． 
(4)中国 5) 

都市ごみ発生量 1.4 億トンであり，年率 10％で

増加している．組成は厨芥 40～50％，燃え殻 40～

50％，紙＋プラ 2～7％，ガラス＋金属 1～3％であ

る．分別回収はモデル地域のみで一般的ではない．

これは，コストがかかる，埋立処分に頼り（回収

しても）他の処理方法がない，発生源あるいは収

集後に有価物が Waste Picker によって回収される

ため分別の必要がない，との理由によっている． 

現在は埋立 70％，焼却 10％，堆肥化 20％である．

埋立地の 80％はオープンダンプだが，広州，成都，

北京などにしゃ水，メタンガス回収・発電，浸出

水処理を備えた最新の埋立地が建設されている．

シンセン，杭州，北京では発電つき焼却施設が建

設され，上海，広州，ハルビンなどでも建設を計

画している．コンポスト化施設は 90年代に建設さ

れたが，ほとんどは露天堆肥化であり，質が悪く，

売却できないとの問題があった．2000年に「都市

ごみ処理および汚染予防技術政策」を立て，5 年間の重点目標として衛生埋立技術・設備，焼却技術・

設備，堆肥化技術・設備，資源回収利用技術，運搬設備の研究・開発を挙げている． 

表 B-6  Waste pickersの数 

都市、国
Waste

Pickersの
人数

人口比 [％]

コロンビア 50,000 0.15
リマ（ペルー） 5,000 0.07
バンガロア（インド） 25,000 0.5
上海（中国） 10,000 0.1
カラチ（パキスタン） 20,000 0.2
ボンベイ（インド） 35,000 0.04
ダレスサーラム（タンザニア） 600 0.04
ダカール（セネガル） 200,000 10
　(Garcia 2001の表を和訳）

表 B-7 廃棄物処理における 
インフォーマルセクターの寄与 

都市、国 ごみ減量の割合
[％]

リマ（ペルー） 7
カリ（コロンビア） 4
メキシコ 10
インド 7～8　/　15
バンガロア（インド） 40　*
プーン（インド） 25
カラチ（パキスタン） 10
ボンベイ（インド） 8
ダレスサーラム（タンザニア） 0.2
　＊Waste pickers は8.6％
　(Garcia 2001の表を和訳）  
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(5) Waste pickerの問題 

以上のようにオープンダンプの衛生埋立化，その他の近代的施設の導入，定期的なごみの収集など，

途上国は多くの課題を抱えているが，社会的な問題として waste pickersの存在がある．彼らはスカベン

ジャーとも呼ばれ，ごみの中から有価物を回収し，売って生計を立てている．家庭，店，路上からの回

収もあるが，多くは埋立地周辺，あるいは埋立地内に住んでいる．Garciaら 6)は waste pickersの数を表

B-6 のように推定している．上記のエジプト，中国の例に挙げたように彼らは生計を立てるためにごみ

の中から有価物を回収する．表 B-7はごみ処理において彼らがどれだけの寄与をなしているかを示して

いる．先進国での高コストの収集システムと較べて効率的な資源回収システムであると見ることもでき

るが，informal sectorの公式な関与が必要とされている． 

B.4. 準先進国（EU新加盟国）の状況 7) 

2004 年には 10 カ国が EU（欧州連合）に加盟し，2007 年にはさらに２カ国が加盟を予定している．

これらの国はいわゆる西欧と較べると経済的には発展途上過程にあり，廃棄物に関しても多くの問題を

抱えている．以下にその例を示す． 

(1)ポーランド 

ヨーロッパ諸国の中でも廃棄物発生量が多い．産業廃棄物の半分は埋立てられており，処理されてい

るのは 0.3％のみである．焼却は行われていない．有害廃棄物のうち処理されているのは 26％のみで，

残りは環境中へ排水として排出されている．家庭ごみの収集率は 50％強にすぎず，大部分は分別されず

に埋立てられている．都市ごみのリサイクル率は 2.4％である． 

(2)チェコ共和国 

焼却率は低く，特に有害廃棄物は 3％にすぎない．またオープンダンプ，不法投棄といった過去の遺

産が多く残されている．エネルギー，鉱業，冶金などの製造業が民営化されたが，グリーン製造に関す

る十分な考慮がなされなかったため，大きな環境汚染が発生している．汚染物削減は End of Pipe対策に

とどまっている（上流対策ができていない）．国，市民とも，環境の持続性に対する関心が欠けている． 

(3)ラトビア 

ごみの収集率は全廃棄物の 55％，全人口

の 60％であり，森，路上，水域への投棄が

なされている．国としての廃棄物処理システ

ムができておらず，記録がない（国がデータ

を持っていない）．国内での容器包装製造は

ないが輸入が増加しており，リサイクルはさ

れていない（法律もない）．リサイクル，熱

回収の施設がない．リサイクラーは収集に補

助がある国の資源物を使った方がいいため，

回収を行わない． 

(4)リトアニア 

有害廃棄物，家庭系ごみの大部分は埋立てされているが，大部分の埋立地は EUの基準を満足しない．

埋立地は 800 箇所あり，うち 300 が供用中である．しかし 2009 年までに，すべて閉鎖あるいは近代的

表 B-8 ＥＵ新加盟国共通の問題 
都市ごみ収集率は100％ではない。

不適正処分（illegal dumping)が一般的である。

市民の関心・参加率が低い。したがって、減量化が容易でない。

リサイクル率が低い（平均8.6％）

回収・リサイクル設備への投資が限られている。

84％が埋立てされている。（焼却に対する嫌悪と、埋立が安いため）

焼却技術も十分でない（substandard)。3t/ｈｒ以上の焼却施設は７つ
のみ。

自治体の経験、技術が不足している。情報交換ネットワークが不備で
あり、技術開発、移転も不十分。

不十分な設備、行政能力、EU基準に対する認識が不足している。(EU
基準を満足するための障害となる)
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埋立地に代えなければならない．非有害廃棄物のうちリサイクルされているのは 22％である． 

以上のような EU新加盟国共通の問題は，表 B-8のようにまとめることができる． 

B.5. 米国の安定化戦略 

欧米では，いわゆる封じ込め型埋立地（Containment landfill)を標準としてきた．上部からの浸透を最

小限にすることで浸出水量を減らして浸出水処理コストを削減し，漏水ポテンシャルを小さくするため，

埋立終了後低透水性のトップカバーを敷設するものである．米国の都市ごみ埋立地（Subtiltle D landfill）

は HDPEシートと２フィート厚以上の圧縮粘土の複合ライナーによる底部しゃ水が必要であるが，埋立

地終了時には底部しゃ水と同程度かそれ以上のしゃ水能力をもつ Final coverを設置しなければならない

としている（CRF 258.60）．しかし廃棄物が分解せずにいつまでもとどまるため Dry tomb（乾燥したご

みの墓）と呼ばれ，環境リスク発生を長期化させるだけとの批判がある． 

そのため北米では微生物活動の活発化によって廃棄物の安定化を促進する Bioreactor landfillを標準と

する動きがある．埋立地自体，微生物分解が廃棄物安定化の主なメカニズムなので生物反応器（バイオ

リアクター）であるとの考え方は古くからあるが，pH，廃棄物の粒径，栄養，温度制御，水分の制御，

さらには微生物植種なども行って「工学的に分解条件の最適化をはかる」8)9)もので，これらの要因のう

ち最も重要なのが水分である．1980年代から広く行われていた浸出水再循環のみではなく，嫌気的分解

を最大化するために廃棄物層を一様に最大水分保持状態に保つことが目標となっている．したがって，

浸出水以外にも，雨水，汚水処理水なども利用する．SWANA（北米廃棄物処理協会）の調査によると，

1997 年の時点で Bioreactor を認めていたのは 6 州のみであったが 10)，大型ライシメータ，あるいは実

規模での実験が行われており，米国ではカリフォルニアの Yolo County埋立地（ごみ量 8000トン，深さ

12ｍのセルが２つ）など，４つの大規模プロジェクトが進行中である． 

B.6. 欧州の安定化戦略 

欧州の埋立地も米国と同様な封じ込め型であったが，1999年公布の EU埋立指令によって大きく変わ

ろうとしている．埋立指令の主な内容は(①埋立地の分類：有機物，有害廃棄物，非有害廃棄物，安定廃

棄物)，②埋立禁止（液状廃棄物，爆発性・腐食性・酸化性・引火性廃棄物，感染性廃棄物，研究等に使

用した環境影響が未知の化学物質，使用済みタイヤ，未処理の廃棄物），③廃棄物は埋立される前に，

前処理をしなければならない，④生物分解性廃棄物の埋立量を減少する，ことである．③④によって混

合埋立を改める必要が生じ，④の生物分解性有機物量は 1995年を基準として 2006年までに 25％，2009

年までに 50％，2016年までに 65％とすることが具体的に定められている．この達成のために考えられ

たのがMBP(Mechanical Biological Waste Pre-treatment，物理・生物的前処理)である．図 B-1にフローの

例 11)を示すが，混合ごみを，破砕，選別，ふるい分けによって可燃物，不燃物，有機性ごみに分け，可

燃物は熱処理（エネルギー回収），有機性ごみは生物処理（好気性または嫌気性）し，それらの安定化

物を埋め立てるものである．ドイツでは表 B-9 に示す MBP 処理物埋立基準が設けられた．ここで AT，

GB はそれぞれ好気的，嫌気的な雰囲気での酸素消費量，ガス発生量であり，生物分解活性を直接測定

する指標である．MBP は要するに破砕選別による可燃分の回収と有機物堆肥化であり，わが国の RDF

化施設にもこのような，堆肥化を平行しておこなう施設があった． 
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表 B-10は，EU埋立て指令に対して

2002年に示された非有害物埋立地の受

入基準である（2003/33/EC）．MBP は

この基準を満たすことができるのかと

の疑問，また処理プロセスは図 B-1 に

示すように複雑であり，前処理物中の

生物分解性有機物低減が焼却には及ば

ないことから，「MBP が採用されるの

は，これまで多大の投資をした埋立地

の使用をやめ，新たに建設費の高い焼

却炉を建設することが困難である，と

いう経済的・政治的な理由によるもの

で，将来は焼却をすることになる」12)

との意見がある． 

B.7. 埋立地好気化の動き 

「欧米の埋立地は嫌気性であり，

わが国が準好気性を標準としてい

るのとは大きな違いがある」とい

うのが一般的理解であると思われ

る．しかし Cossu13)はわが国の準好気性埋立に注

目し，MBP と準好気性を組み合わせた実験を行

っている．PAF（Pretreated Aerobic Flushing）モ

デルと呼んでいる．Flushingとは水分流動による

洗い出しのことで，特にアンモニア，無機イオ

ンの低減が目的であり，通常の Bioreactorのうち

洗い出しも同時に目的としているものは

Flushing Bioreactorと呼ばれている 14)15)． 

また米国のバイオリアクターは当初は生物分

解，メタンガス回収の効率化を目指したもので

あったが，現在では水分に次いで嫌気/好気状態

が重要なパラメータあるとし，EPA は好気的，

嫌気的，ハイブリッド（好気-嫌気）の３種類に分類している．ハイブリッドとは好気，嫌気を切り替え

るもので，Reinhartら 10)は，「短時間の好気化によって温度を上げて嫌気分解を促進する，嫌気分解後の

余剰水分を除く，硝化・脱窒を促進する，などの利点がある」と述べている．SWANA は，バイオリア

クターを「廃棄物の生物学的安定化を促進するために，廃棄物層への水分あるいは空気供給を制御する

埋立地」9)と定義している．さらに，埋立て終了後の古い埋立地に強制通気を行い，安定化を促進する

ことが行われている．たとえば Heyer ら 16)は底部ライナーのない埋立地（埋立面積 3.2ha）内に空気圧

（Scheelhaasらの図より作成）

有効利用
(産業用）

焼却

熱的処理

物理的(Mechanical)前処理
［選別,破砕，ふるい分け]

都市ごみ

ＲＤＦ

有機性ご
み

可燃物

焼却残渣

不燃物

再利用可能

好気的
(コンポスト）

嫌気的
(メタン発酵）

生物的（Biological)前処理

埋立
有効利用

［建材，路盤材など]

ＭＢＰ残渣

図 B-1 ＭＢＰのフロー例 

表 B-9 ドイツにおけるＭＢＰ処理物の埋立基準 
(AbfAblV(2001)) 

項目 単位 基準値 内容
AT4 mg O2(gTS)

-1 5 酸素雰囲気における4日間の生物学的酸素消費量

GB21 ml(g TS)-1 20 21日間の嫌気ガス発生可能量

TOCEluat mg l-1 250 溶出試験（L/S10，24時間）におけるTOC溶出量

H0 kJ kg-1 6000 発熱量

TOC TSあたり重量％ 18 乾燥固形物（TS）あたりのTOC

表 B-10 EU埋立て指令による廃棄物受入基準 
    （非有害物埋立地） 

L/S=2 l/kg L/S=10　l/kg C0
mg/kg-dry mg/kg-dry mg/l

Cd 0.6 1 0.3

Cr-total 4 10 2.5

Pb 5 10 3

塩化物 10,000 15,000 8,500

フッ化物 60 150 40

硫酸塩 10,000 20,000 7,000

DOC* 380 800 250

TDS** 40,000 60,000 　-

C0：カラム試験においてL/S＝0.1 l/kgまでの最初の浸出液濃度

**TDSは塩化物、硫酸塩の代わりに使うことができる。

（注：これ以外As, Ba, Cu, Hg, Mo, Ni, Sb, Se, Znの基準値がある）

*　L/S=2（ｐH調整なし）でDOCが基準に満たない場合、pHを7.5-
8.0に調整しL/S＝10で試験する。
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入管，ガス抽出管を打ち込み（供給-抽出は交互に切り替える），埋立地全体（landfill body）の完全な好

気化を図っている．Cossuら 17)は高速鉄道建設のため廃棄物を取り除く必要があり，バイオガスと浸出

水発生の問題を解決するため，やはり現場でのエアレーションを行った． 

このように埋立ては好気化，湿潤化に向かっている． 

B.8. 将来の方向性 

これらの欧米の動きは，

Stegmann18)による図 B-2 にまと

められている．左が米国の

Bioreactor，中が EUのMBP埋立，

そして右が可燃物（あるいは混合

ごみ）の焼却であり，右に行くほ

ど廃棄物は無機的状態となり，安

定化度合いが高まる．B.6で述べ

たように，EUは長期的には焼却

に移行すると予想され，北米の

Bioreactor との両極化が進むかも

しれない． 

MBP，焼却は埋立地へのイン

プットを制御する前処理である．これに７で述べた傾向を併せると，埋立地戦略を①搬入物，②水分，

③好気/嫌気の３つのコントロールの組み合わせとして図 B-3のようにまとめることができる． 

図 B-3(a)は②③の関係であり，左下から右上に向かう傾向があり，制御もアクティブになっている．

図 B-3(b)は①のコントロールで，EUでは前処理が考えられているが，有機性廃棄物を bio-wasteとして

分別収集することが始まっている．こうした方向性は，わが国では準好気性埋立て，および可燃ごみ，

未処理の
廃棄物

物理生物的
前処理(MBP)

焼却
(熱的前処理）

反応器型
埋立地

焼却灰
埋立地

MBP
埋立地

安定化された埋立地＝環境影響の可能性小
（埋立地表面のキャップ，自然に酸素供給）

アフターケアの終了＝環境影響は許容レベル
（自然の浄化能力に任せる）

アフターケア
期間

アフターケア
終了

埋立地
供用期間

（水分供給）

（空気供給
発生ガス小のとき）

図 B-2 埋立地の安定化戦略（Stegmannら 2003の図を和訳） 
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図 B-3 埋立地戦略の分類 
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不燃ごみの発生源分別としてすでに実施しており，持続可能な埋立地のトップランナーであったといえ

る．さらに進んでより完全な無機化（溶融スラグ化）も行われているが，処理システム全体としての環

境影響を最小化することになるのか，事業系を含めたごみ全体をコントロールできているかなど，解決

すべき課題が残されている． 
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C 浸出水中の重金属・有機化学物質の長期的消長に関する研究 

朝倉 宏，崎田省吾，富田弘樹，土手裕，宮脇健太郎，柳瀬龍二 

C.1. はじめに 

「循環型社会における埋立処分のあり方」に関する研究を推進するために，埋立処分場から発生する

浸出水中の有害物質についての長期的な変化を予測することが必要である．そのための準備として，筆

者らのグループは既往の文献を調査し，処分場の中での重金属・有機化学物質の長期的な消長・形態変

化に関する情報を整理した． 

C.2. 重金属について 

１）実埋立地および大型カラムの浸出水水質 

実際の埋立地からの浸出水水質例を表 C-1に示す．外国の事例については埋立後の具体的な年数が不

明なものもあるが，埋立後数十年経過したデータである．日本の事例は埋立後２～１８年目のデータで

ある．重金属に関しては，一部日本の排水基準を超える場合もあるが，浸出水中の重金属濃度は微量で

ある． 

表 C-1 実埋立地の浸出水水質 

文献番号 １ ２ ３ ４ ５a ５b ６ ７ 排水基準（日本）

PH - - - - 6.9 9.4 11.18 10.0 5.8-8.6 

Cd 0.006 0.0002 0.0002-0.018 <0.01-<0.04 <0.01 <0.01 0.0001 <0.01 0.1 

Ni 0.13 0.028 0.0036-0.348 <0.01-0.1 0.01 0.02 - - - 

Zn 0.67 0.2 0.05-9 <0.01-0.47 0.04 <0.01 0.0187 - 5 

Cu 0.07 0.002 0.004-0.27 <0.02-0.17 <0.01 <0.01 0.47 - 3 

Pb 0.07 <0.005 0.005-0.019 <0.04-0.13 <0.01 <0.01 0.0008 <0.01 0.1 

T-Cr 0.08 0.003 0.005-1.62 <0.01-0.05 <0.01 <0.01 0.0393 <0.05 0.5(as Cr(Ⅵ)) 

t-Fe - - - - 5.5 0.19 - <0.1 10 

Mn - - - - 2 0.04 0.0027 <0.1 10 

Hg - - - - <0.0005 <0.0005 <0.0005 - 0.005 

As - - - - <0.01 <0.01 - <0.01 0.1 

１：デンマークでの１０６箇所の古い埋立地の浸出水の平均値 
２：デンマークでの埋立終了した埋立地の浸出水の平均値 
３：ドイツでの埋立２１－３０年後埋立地の浸出水の範囲 
４：イギリスでの４箇所の古い埋立地の浸出水の範囲 
５a：日本，１４年間の埋立，埋立終了後４年目（一般廃棄物） 
５b：日本，５年間の埋立，埋立終了後４年目（一般廃棄物） 
６：日本，埋立中，埋立開始から２年目のデータ（海面埋立，一般廃棄物の焼却残渣主体） 
７：日本，７年間の埋立，埋立終了から１６年目（産業廃棄物・管理型） 
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図 C-1 大型カラム浸出水水
b) Cd

a) Pb 

 

大型カラム実験でのＰｂ，Ｃｄの経時変化を図 C-1

に示す８）．埋立物は焼却残渣を主体にして埋立槽Ａは

未処理飛灰，埋立槽Ｂはキレート処理飛灰，埋立槽Ｃ

はリン酸処理飛灰を 20％充填したものである．初期に

重金属は溶出したが，排水基準以下で長期に溶出が認

められた． 

廃棄物と乾電池を混合した大型カラム実験（嫌気状

態）でのＨｇの浸出水濃度の１０年間の経時変化を図

C-2に示す９）．埋立物は，An-1が廃棄物＋（水銀電池，

アルカリ乾電池，マンガン乾電池），An-2 が廃棄物＋

アルカリ乾電池， An-3 が廃棄物＋マンガン乾電池， 

An-4が廃棄物のみである．埋立初期に環境基準を越え

るのどが検出され，その後も単発的に環境規準を越え

たが，いずれも排水基準(0.005mg/L)以下であった．  

実埋立地浸出水の重金属濃度の経時変化を図 C-3~ 

C-5 に示す．各埋立地の概要は表 C-2 に示すとおりで

ある．埋立終了から埋立地Ａで 28 年間，埋立地Ｂで

19 年間，埋立地Ｃで 14 年間の測定値となる．可燃ご

み主体の埋立地Ａでは，Znが初期の頃にスポット的に

最大２mg/L程度検出されているが，1991年（埋立終了後 15

年）以降不検出である．水銀も初期の頃に最大２

mg/L 程度検出されているが，1982 年（埋立終了後

６年）以降不検出である．不燃ごみ主体の埋立地Ｂ

では，Cu は一度だけ検出（0.3mg/L）されているだ

けである．Znは比較的頻繁に検出されているが，最

大で３mg/L（環境基準（生活環境項目））と低濃度

である．不燃ごみ＋可燃ごみ埋立の埋立地Ｃは，Cd

は初期に一度検出された後は不検出である．Pb と

Asは低い頻度で検出されているが，いずれも排水基

準を下回る濃度である． 

 

表 C-2 埋立地の概要 
 埋立期間 埋立構造 埋立物 備考 
埋立地
Ａ 

1973 年 3 月～
1976 年 11 月 

改良型衛生埋立 可燃ごみ主体 Cd, Cr, Cu, Pb は定量
限界以下 

埋立地
Ｂ 

1980年 10月～
1981 年５月 

準好気性埋立 焼却灰，破砕不燃ごみ，不
燃ごみ 

Cd, Cr, Pb, Hg は定量
限界以下 

埋立地
Ｃ 

1968 年 3 月～
19788 年 9 月 

改良型衛生埋立
＋準好気性埋立 

焼却灰，破砕不燃ごみ，不
燃ごみ，一部可燃ごみ 

Cr, Hg は定量限界以下 

図 C-2 乾電池模擬埋立浸出水水質 
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図 C-3 処分場Ａの浸出水水質の経時変化 
 

図 C-4 処分場Ｂの浸出水水質の経時変化 

 

図 C-5 処分場Ｃの浸出水水質の経時変化 
 

このように，重金属に関しては埋立初期にある程度高い濃度で溶出するが，長期的には低濃度のまま
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であると思われる． 

実際の埋立地でのボーリングコア中の重金属形態分析例を表 C-3 に示す１０）．この埋立地はドイツの

有害廃棄物埋立地であり，埋立物の 88％が，有害廃棄物焼却施設からのスラグ，メッキスラッジ，廃水

処理スラッジ，汚染土壌，炉解体廃棄物，金属水酸化物スラッジで占められている．これらを１年間だ

け埋め立てた区域から，埋立終了後１，３，５年目にコア（長さ８ｍ，直径８cm）が採取され．廃棄物

中の含有量の高い重金属は銅（1.1%），鉄(11%)，亜鉛(3.7%)である．表２から重金属は，炭酸塩，リン

酸塩，硫酸塩，水酸化物に変化することが分かる．重金属以外では calcite, gypsumも認められる．重金

属は処分場内で数年かけて鉱物化しているようである． 

 

表 C-3 ボーリングコア中の化合物形態 

 １年目 ３年目 ５年目 

酸化物 

 γ-Fe2O3 

 ZnO 

 Cu2O 

 

 

 

 

 

Zincite 

 

Maghemite 

Zincite 

Cuprite 

水酸化物 

 α-Zn(OH)2 

 γ-Zn(OH)2 

 γ-FeOOH 

 α-FeOOH 

 

Wulfingite 

 

Wulfingite 

 

Lepidocrocite 

 

 

Ashoverite 

Lepidocrocite 

Goethite 

ハロゲン化物 

 Zn5(OH)Cl2･H2O 

 Cu2Cl(OH)3 

   

Simonkolleite 

Atacamite 

炭酸塩 

 ZnCO3 

 Zn5(OH)6(CO3)2 

   

Smithonite 

Hydrozincite 

硫酸塩 

 Cu4(SO4)(OH)6･4H2O 

 (Zn,Cu)2Al2(OH)6(SO4)0.5･3H2O 

 ZnFe2(SO4)4･14H2O 

 ZnSO4･H2O 

 ZnFe(SO4)2(OH)･7H2O 

 Cu15(SO4)4(OH)22･6H2O 

 CuPb(SO4)(OH)2 

 Cu19Cl4(SO4)(OH)32･3H2O 

 Cu4Al2SO4(OH)12(SO4)･xH2O 

 Cu4(OH)6SO4 

 CuFe(SO4)(OH)･4H2O 

  

Wroewolfeite 

 

Wroewolfeite 

Zn-Woodwardite 

Lishizhenite 

Gunningite 

Zincobotryogen 

Ramsbeckite 

Linarite 

Connellite 

Woodwardite 

Brochantite 

Guildite 
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表 C-3 ボーリングコア中の化合物形態（つづき） 

 １年目 ３年目 ５年目 

リン酸塩 

 Fe3(PO4)2･8H2O 

 Fe(PO4)･2H2O 

 Zn2(OH) (PO4)･1.5H2O 

 (Fe,Mn,Ca)3(PO4)2 

 Fe3(PO4)2･2H2O 

 Fe3(PO4)2 

 ZnFe(OH) (PO4) 

 Zn2Fe(PO4)2･4H2O 

 CaZn2(PO4)2･2H2O 

 Cu2(PO4)(OH) 

 Cu5[(OH)2(PO4)]2 

 Cu3(PO4)(OH)3 

 CuFe6(PO4)4(OH)8･4H2O 

 

Vivianite 

Strengite 

 

 

Vivianite 

 

Spencerite 

 

Iron phosphate 

hydrate 

Sarkopside 

Tarbuttite 

 

 

 

 

Spencerite 

Graftonite 

 

 

 

Phosphophyllite 

Scholzite 

Libethenite 

Pseudomalachite 

Cornetite 

Chalcosiderite 

 

２）溶出モデルについて 

浸出水水質中の重金属濃度の長期的な予測をモデルによって行っている場合に考慮している現象を

表 C-4にまとめた．いずれの場合も共通して支配している現象として化学平衡および収着が挙げられて

いる．文献 11では超長期（数十万年）には，炭酸塩による pHバッファーが残り，有害物質も炭酸塩の

形で固定されているとしている．また，炭酸イオン，水酸化物イオン以外の配位子は希釈・分解される

ので，これら以外の配位子は錯体形成には寄与しないとしている． 

また，溶出試験の結果１３－１５）からは，pHが重金属の溶出に最も大きな影響を与えているとしている． 

表 C-4 溶出モデルで考慮されている重金属溶出抑制機構 

文献 11 12 

化学平衡 ○ ○ 

酸化還元電位 ○  

炭酸塩バッファー ○  

収着 ○ ○ 

錯体生成 ○ ○ 

拡散  ○ 

C.3. 有機化学物質について 

１）実埋立地および大型カラムの浸出水水質 

ビスフェノールＡの浸出水中濃度の経年変化の事例として，海面埋立で埋立終了後９年後で６μg/L１

６），15年後で 0.14μg/Lの例や，埋立終了後 5年経過で 80-200μg/L，15年経過で 20-90μg/L１７）の例が
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ある． 

フタル酸エステルが埋立終了後 2年～17年経過で 9.6-49μg/Lの範囲の報告がある１７）． 

臭素系難燃剤としては，埋立終了後 14 年を経過した一般廃棄物埋立地浸出水中にポリブロモジフェ

ニルエーテル類が 158pg/L，テトラブロモビスフェノールＡが 49,000pg/Lの報告がある１８）． 

ダイオキシン類については，大型カラムを用いた結果があり１９），焼却残渣を埋め立てて 18年後の焼

却残渣中のダイオキシン類を調査したところ，溶出が極めて小さかった．(溶出率(TEQ) <0.0001～

0.041%)．また，産業廃棄物（建設廃棄物 50%）埋立地で埋立中ではあるが埋立開始 14年後の浸出水濃

度としてダイオキシン(PCDDs/PCDFs)が 100～2000(pg/L)との報告がある２０）． 

変異原性（エームス試験による）の経年変化の事例として２１），２０年間一般廃棄物を埋め立ててい

た処分場の埋立終了前後２年のデータがある．埋立前は 200-1,500 net revertants/Lの範囲であったが，埋

立終了後ではほぼ 500 net revertants/Lで推移し，埋立終了とともに変異原性が減少した． 

いずれにしろ，浸出水中有害有機物の長期的な濃度変化について経時的な変化を示すデーターは非常

に少ない． 

 

２）長期的な変化 

アルキルフェノール類，ビスフェノール類およびフタル酸エステル類について，廃棄物への収着及び

嫌気条件での分解実験を行い，得られたパラメータを用いて浸出水中の濃度の経年変化を予測した報告

がある２２）．これによると，これらの有機物は洗い出しよりも分解により濃度低下が支配されることが

示された．また，短期的には，埋立物への吸着や２３），生物分解２４，２５）についての報告がある． 

 

C.4. おわりに 

重金属については浸出水中濃度について経年的に測定されているが，有機化合物についてはダイオキ

シン類などを除いて規制対象となっていないことから，重金属のような時系列的なデータは少なく，今

後のフィールドデータの蓄積が必要な分野である． 

重金属に関する長期的な溶出機構の概略はおおよそ明らかになっている．今後は，その中で重要な要

素であるｐＨの長期的な予測を進める必要がある． 
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D 資源保管型埋立地に関する研究 

D.1. はじめに 

廃棄物のルーツは資源である．廃棄物と資源の関係は経済と技術を背景とする社会情勢によって異な

る．ある資源を利用する経済性に優れた技術が開発されると，それまで無価物或いは廃棄物が資源とし

て有価物に変わる．わが国は天然資源に乏しいため明治以来，天然資源を海外より輸入し，加工したの

ち製品を輸出する加工貿易国として立国してきた． 

この間，資源から製品に加工される過程で多くの廃棄物が最終処分場に埋立処分されてきた．一方，

鉄や紙のように早くからリサイクルされてきた資源もリサイクル市場の変動により市況低迷時には廃

棄され，市況活性時には資源利用されてきた．しかし市況低迷時に最終処分場に埋立処分されたものは

市況活性時に最終処分場の外に持ち出されることはなく，最終処分場には過去の未利用資源が埋立処分

されている．見方を変えれば二次資源の保管庫と考えることができる．このような背景下，最終処分場

を資源の保管庫として活用する場合の可能性，そのあり方について検討した． 

D.2. 最終処分場の機能 

最終処分場の機能を廃棄物管理の歴史に沿って，その概要を整理すれば以下のようである． 

① 1970 年以前：現在の廃棄物処理法が制定される以前の最終処分場は単なる投棄場であるところが

多く，機能としては「生活環境からの隔離」のための投棄の場といえる． 
② 1970年代：1972年廃棄物処理法が制定され，1977年には最終処分場の構造，維持管理に関する技

術基準が定められた．翌，1978 年には技術基準を補完する廃棄物最終処分場指針・解説が作成さ

れた．埋立方法としては覆土を行う衛生埋立や降水量が多く，温帯地域に位置する気象条件から

埋立地を好気的バイオリアクターとして用いて有機物を分解し，かつ降水による汚濁物の洗い出

し（浸出水），浸出水の処理により埋立地の早期安定化を図る「凖好気性埋立」が普及してきた．

最終処分場の機能としては，廃棄物を安全に埋立し浸出水の流出を防止する「貯留機能」と埋立

層による「処理機能」が求められた． 

③ 1980年代：国土が狭く最終処分場用地の確保が困難な我が国では，焼却等中間処理による減容化，

無害化，安定化を図ったのち残渣を埋立処分することを廃棄物処理の基本とした．このため焼却

等中間処理の普及により埋立物に占める焼却残渣等の割合が増加し，埋立廃棄物の質が有機物主

体から無機物主体へと変遷し，自然界で分解できない物質の含有割合が増加した．これに伴い最

終処分場の機能も「貯留機能」が重視され「処理機能」の共存時代へと変遷した． 

④ 1990年代：1989年に廃棄物最終処分場指針・解説が改定されたがこの中で，将来の技術開発や資

源活用技術の進展を期待した分割埋立の概念が示された．また，景観対策等から被覆型最終処分

場が建設されはじめ，従来の最終処分場の機能に「保管」機能が加わる兆しが出てきた． 
⑤ 2000 年代：埋立された焼却灰を掘削し，エコセメントの原料にしたり，再資源化を前提とした資

源保管型埋立地（副生塩・古賀町他組合）の建設や普通ポルトランドセメントの原料にするため
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脱塩を行う貯留散水型埋立地構想が提案され，「保管」機能の位置付けが強くなってくる傾向にあ

る． 

D.3. 資源保管型埋立地の事例 

文献調査等により資源保管型埋立地の概念提案，研究事例等について調査した． 

（1）ドイツにおける保管型処分１）場 （提案レベル） 
Abfall Wirtschaft，(Springer-Verlag)中には地上保管，地中保管型処分場が提案されている．地上保管型

は高床式構造になっており，床下は管廊状の管理スペースがり，人が入って高床の補修作業や管理でき

る構造となっている．地中保管型は中深度の卵形または円筒形構造になっており，廃棄物の搬出入は地

上部のクレーン操作で行うようになっている． 

現時点における，筆者らの入手情報の範囲内で本構造は提案のみで実施例はまだない． 
（図 D-1参照） 

 

 

図 D-1ドイツにおける保管型処分場概念 
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（2）ドイツにおける保管型処分１）場（地中処分場実例・永久保管） 
資源保管型処分場の実施例として，ドイツの地中処分場の事例が挙げられる．岩塩鉱跡地を利用した

保管型処分場で地下 300ｍ以上に LAGAで指定された廃棄物（飛灰，農薬等）が保管されている．これ

らは将来，再利用技術が確立された時点で再掘削し，再利用を図るものである．保管容量は数百年分あ

るといわれている．（保管容量，年間保管量等，詳細情報は未入手） 保管の条件としては爆発性でな

いこと，発火しないこと，有害ガスが発生しないこと，固形物であること，岩塩と反応しないこと，放

射性物質ではないことなどが挙げられる．また保管はプラスチックス製のフレコンテナバッグやドラム

缶，鋼板製コンテナによって行われる．（図 D-2参照） 

（3）鋼板を用いた保管型処分場（実例）） 
鋼板遮水システム研究会（事務局：（財）日本立地センター）では鋼板を用いた遮水被覆施設等の開

発研究を行っており，その中の一つに資源保管を挙げている．平成 15 年に福岡県古賀町他組合で第 1

号施設が竣工した．現在，同組合が所有するガス化溶融炉の溶融飛灰（二段バグフィルターの重曹を用

いたナトリウム乾式排ガス処理設備で回収された塩化ナトリウム：副生塩）をフレコンテナパックで保

管している．保管された副生塩は将来，北九州市内のソーダ工場の電解槽でエコアルカリ（NaOH）と

してリサイクルする予定である．（図 D-3参照） 

（4）灰リサイクル研究会による焼却灰再資源化システム（提案レベル～実例） 
焼却灰再資源化システムは，一般廃棄物の焼却灰を脱塩処理した後，普通セメント原料の一部（粘土

の代替品）として活用する，焼却灰リサイクルシステム．このシステムでは，自治体が管理する貯留散

水施設で脱塩処理した焼却灰を，その品質と出荷量が一定になるように調整した後，セメント工場へ定

中間部及び下部砂層

地下水をしゃ断
する粘土層

液体および気
体に対して密
な岩塩

 
図 D-2ドイツにおける保管型処分場（地下） 
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量的に処理委託する．  

ごみ焼却施設から出てくる焼却残渣には，主灰（＝焼却灰）とばいじん（燃焼によって飛散する粒子

状物質）がある．これらの灰は，セメントに必要な主成分が多く含まれているため，セメントの原料に

なる．ただし，灰には塩素が多量に含まれているため，これを取り除く必要がある（脱塩処理が必要）．

特に，ばいじんは塩素イオ

ン濃度が高いので，脱塩処

理しなければセメント原料

として用いることができな

い．灰リサイクル研究会で

は北九州市響灘における実

証実験により，貯留散水方

式により主灰中の塩化物を

1,000ppm 以下に脱塩処理

し，セメント工場にサンプ

ル出荷している．散水条件

は灰 1に対して水２（重量

比）で貯留日数は 1バッチ

約 30日であり，保管基準要

件も満たしている．（図 D-4

 

図 D-3 鋼板遮水処分場イメージ 

セメント製造工場

焼却施設

貯留散水施設

最終処分場

焼却灰
従来の流れ

新しい
流

れ

自治体
・ 最終処分場が増え続ける
・ 重金属などの有害物質が含まれる
・ 廃棄物安定化までの期間が不明

問 題
点

・ 最終処分場を建設するよりも安い。
・ 住民合意が得られやすい
・ 焼却灰が残らないため無害

解決
策

図 D-4灰リサイクル研究会の構想概念 
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参照） 
（5）既設処分場埋立物の資源利用（提案レベル～実施） 
既設処分場の機能の一つに処理機能がある．処理機能は生物化学的分解と降水による洗い出し等があ

る．既設処分場の埋立廃棄物を資源利用する計画として東京都多摩広域処分組合のエコセメント化が挙

げられる．処分場で時間をかけて，降水により塩分の洗い出しを行ったのち普通ポルトランドセメント

として資源利用する提案も行われている．また最近では古い処分場を再掘削し，焼却，溶融等中間処理

を行った後，処理物を建設資材として利用したり，水洗浄等非熱処理により資源化を行う，埋立再生に

関する提案も行われている． 

（6）平成貝塚プロジェクト（提案レベル） 
カルシウム環境保全研究会は焼却灰や飛灰に石灰を加えて混練し固化し，有害物が溶け出さないよう

にしておき，環境負荷の少ない低コスト・省エネルギーによる塩素の除去技術を開発してから全量セメ

ント原料としてリサイクルする．構造は平地を 1ｍだけ掘り込んだ形態で，そこに石灰を混練した焼却

残渣を敷き均す．３ｍの厚さにまで堆積させたら最終覆土として土を１ｍかぶせる． 

（７）その他（提案レベル） 
溶融飛灰の山元還元或いは溶融物の土木資材利用の課題の一つとして，トータルコストに占める輸送

コストの割合が高い問題がある．そこで最終処分場を保管庫として位置づけ一定量が貯留された時点で

大量輸送を行うことが考えられる．被覆型埋立地の場合，閉鎖空間の中で埋立ごみを管理制御すること

ができるため，保管中に散水や機械洗浄により塩分等を除去し，資源としての価値を高めることが可能

である．（図 D-5参照） 

D.4. 資源保管型埋立地の課題と展望 

（1）現状の資源保管型埋立地の特徴 

現状の資源保管型埋立地の特徴として以下の点が挙げられる． 

①将来の技術開発への期待：現時点では資源利用できないけれども将来，技術開発等により低コスト

な資源利用が可能になるまで安全に保管する．（ドイツの事例，平成貝塚，鋼板遮水，分割埋立） 

②処分コストが資源化の目安：現在，最終処分されているものを資源化する場合，資源化対象物の大
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図 D-5 機械洗浄後保管のイメージ 
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半が逆有償でなければ成立していない．すなわち現状の最終処分コストが基準になっていることが挙げ

られる．埋立廃棄物やこれから埋立される廃棄物に資源化のために必要なコスト（例えばセメント利用

する場合，脱塩に要するコスト）をかけた場合，基準コスト（埋立処分コスト）を下回り，かつ，他の

天然資源を購入した場合より利益確保が大きい場合に限られている．すなわち現状の埋立物資源化は埋

立代替が経済的に成立することが条件である．（灰リサイクル研究会，東京都エコセメント） 

③処分場逼迫要因の資源化：処分場の確保が不可能なところにおいては処分コストより埋立物資源化

コストが高くても資源化を行うメリットはある．古い処分場を再掘削して焼却，溶融等再処理，資源化

を行い処分容量を確保する埋立地再生が挙げられる． 
（2）資源保管型埋立地の課題 

①法律 

廃棄物処理法では廃棄物の保管には規制がかけられている．また現状では一旦，最終処分したものは

資源として外に持ち出すことができない．このため廃棄物の排出時点で処理を施し，有価物に変えれば

保管することが可能となる．しかしこれは資源保管型埋立地とはいえない．また産業廃棄物の場合には

マニフェストがかかっているため，一旦，最終処分されているものを再掘削して資源化利用した場合，

マニフェスト制度の取り扱いについての議論が必要となる． 

②埋立地の構造 

現在の埋立地は廃棄物を安全に埋立処分することを目的に建設されており，将来，再掘削することを

前提としていない．このため，再掘削時に遮水工を損傷したり，埋立層内のみずみちが破壊され高濃度

の浸出水が発生したり，あるいは埋立ガスが噴出して作業労働環境や周辺環境を悪化させることが考え

られる．資源保管型埋立地はこれらの問題を考慮し，再掘削しやすく繰り返し使用できる構造と労働環

境保全の配慮が必要である．また今後，資源保管，利用を前提とした最終処分場タイプ（従来の管理型，

安定型，遮断型以外に）についても検討することが望まれる． 

③埋立方法 

石灰分の多い，焼却残渣は埋立層内で固結し，掘削作業が困難となる場合がある．単位体積質量が 2.0t/

㎥になった事例もあり，掘削費用や破砕費用が嵩み，リサイクルが成立しないケースも考えられる．こ

のため埋立後の変質を制御できるような埋立方法の開発が望まれる． 

④品質保証とマニュフェストシステム 

 資源化する場合の目的別品質（含有量，溶出基準値，含水率，形状他）を定め，これらを保証する

と共に，利用先を記録保管するシステム構築が望まれる． 

（3）資源保管可能な廃棄物の検討 

現在，埋立処分されている廃棄物の資源利用の可能性について表 D-1にまとめた．但し，法律上の課

題は前項①で述べたことと共通である．また全ての廃棄物について将来の資源化技術の開発に関する予

測検討はいっていないので今後の課題としたい．表中では埋立地の形態として被覆型に対して，従来の

埋立地をオープン型と称した．表より資源利用の大半がセメント原料への依存度が高くなっている．現

状でも多くの廃棄物がセメント原料に使用されているが，本来，セメント工場に直接搬入したほうがコ

スト効率が高い．資源保管型埋立地の機能としてストックヤードとしての機能と埋立地の処理機能（塩

分の洗い出し）を利用することが考えられる．現状では処分場の不足と処分コストが焼却残渣のリサイ

クル材としての商品価値を高めているが，将来的に競争によるコストダウンが生じたとき新たな埋立地

問題が生ずると考えられる． 
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 表 D-1 資源保管可能な廃棄物 

廃棄物 資源の可能性 課 題 埋立地の形態 備 考 

1.焼却主灰，燃えがら セメント原料（粘土代

替材）・人口砂・主灰

中の鉄 

セメント利用の場合，

焼却主灰中の塩分，鉄

については市況の変

動 

オープン型，被覆型い

ずれも可能 

被覆型の場合，貯留散

水後，出荷が試験的に

行われている． 

2.焼却飛灰，ばいじん セメント原料・コンク

リート二次製品 

セメント利用の場合，

飛灰中の塩分除去，土

木二次製品の場合重

金属類の溶出等 

オープン型，被覆型い

ずれも可能 

 

3.溶融飛灰 山元還元による金属

回収・セメント原料 

１箇所からの発生量

が少ない．輸送方法，

塩分， 

重金属類溶出等，安全

性の面から被覆型が

望ましい． 

山元還元の場合，輸送

コストが嵩むので輸

送コストの効率化の

ため保管する意義も

ある． 

4.溶融スラグ 骨材，路盤材，コンク

リート 2 次製品等土

木資材 

需要が少ない，粒度調

整等 

オープン型，被覆型い

ずれも可能 

 

5.鉄 鉄スクラップ リサイクル市況変動 オープン型，被覆型い

ずれも可能 

既設処分場の再掘削，

回収も考えられる． 

6.プラスチック 燃料，リサイクル リサイクル市況変動，

付着物除去 

オープン型，被覆型い

ずれも可能 

既設処分場の再掘削，

回収も考えられる． 

7.汚泥 セメント原料等 リサイクル市場競争 オープン型  

（4）循環型社会での位置づけ 
循環型社会形成推進基本計画では 2010年を目標に 2000年の一般廃棄物，産業廃棄物合わせた最終処

分量 5,500万トンを 50％減の 2,800万トンにすることを目標としている．この目標達成のためには，排

出抑制や減量化のほかに，よりいっそうの資源化による埋立回避促進が望まれる．一方で資源化はリサ

イクル市場の動向に影響を受け易く，リサイクル市場好況時には資源化が進展し，不況時には最終処分

量が増加する．このため資源保管型埋立地はこれらの流通ストックヤードとしての機能も求められる． 

具体の構造イメージとして現状の資源保管型埋立地あるいは保管施設の調査結果から被覆型であった

り，他の環境と遮断された特別の構造であることを想像するが，前述した再掘削の容易さや繰り返し使

用できる構造である等の条件を備えれば，従来のオープン型（被覆型に対応して）であってもその機能

は全く変わりないといえる． 

D.5. 参考文献 

1）Springer-Verlag ：Abfall Wirtschaft，(1993) 

2）九州経済産業局：次世代資源備蓄基地に関する基礎的調査報告書（2002） 
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E 最終安定化物埋立地に関する研究 

東條安匡（リーダー），関戸知雄，肴倉宏史 

E.1. はじめに 

我が国は，現在，循環型社会へ向けた大きな変革の中にある．循環型社会推進基本計画の目標は，資

源生産性，循環利用率を向上させ，最終処分率を低減することとされるが，最終処分場はそのような社

会構造の中にあっても，将来にわたり必須の施設として位置付けられる重要な社会基盤施設であること

に変わりはない．これまで，最終処分場は社会の最末端で，社会から発生する極めて多様な不用物・不

要物を受け入れる施設として機能し続けてきた．より具体的には，これまで行われてきた最終処分とは，

質的に極めて不確定な要素を含む廃棄物を，埋立地に「保管」し，あるいは，降雨や微生物によって埋

立物を安定化させることを狙った「反応器」としての位置付けがなされてきた．しかしながら，ある程

度の類型化はされてはきたものの，それを越える廃棄物の多様性は，当然の帰結として，将来の埋立物

の挙動や姿に予測不能の不確実性を含み，それが最終処分場に対する不信感や懸念，ひいては立地難等

といった問題を顕在化させた．こうした状況は，最終処分場を単に社会の sinkとして位置付けていた結

果にほかならない．循環型社会を目指した時に，最終処分場はこうした従来の単なる sinkとしての位置

付けではなく，資源の大きな自然循環の中での還元施設として位置付けられ，機能すべきであろう．そ

の場合，これまでのような安定型，管理型，遮断型と言った類型ではなく，より廃棄物の質に則し，将

来世代を見据えたその処分場の位置付けを明確にした処分場の類型化が必要となると考えられる．将来

世代に，現代の最終処分場跡地を引き渡した時に，その土地が有する意味を明確に示して残すことが現

在世代の責務である．本稿で著者らが検討する「最終安定化物埋立地」とは，将来世代（現代世代も含

めて）が，その埋立地を自然の土地と同等と見なせる，もしくは扱えるような最終処分場である．すな

わち，管理が必要となる放出がなく，性状も土と極めて類似した廃棄物の処分場の姿を提案する． 

「最終安定化物埋立地」を考えるためには，まず，“廃棄物の安定化”もしくは“安定な廃棄物”に

関する概念を整理する必要がある．これは，「安定化」とは，最終処分場からの放出が最小化すること

であり，一概には言えないものの，最終処分場としての管理が不要となる状態とも考えられることであ

り，「安定な廃棄物」とは，不活性で，有害でなく，環境や健康に与える影響が最小化された廃棄物で

あると見なすことができると考えられるからである．すなわち，現状におけるこうした概念を整理する

ことにより，筆者らの対象とする「最終安定化物埋立地」の姿を定義する重要な礎になると考えたから

である． 
例えば，我が国では，“安定化”を判断する概念の一つに埋立地の廃止基準があり，また，「安定型埋

立地」に埋立可能な安定５品目は”安定な廃棄物”の定義の一種である．一方，外国では，“安定化”

の概念の一つとして Final Storage Quality（以下では，FSQと記述する）があり，また安定な廃棄物に類

似した概念として Inert Waste（不活性な廃棄物）の定義がある．さらに，維持管理の終了を判断する”

Completion criteria”という言葉もある．本稿では，まず，既往の文献に見られるこれらの定義や考え方

を拾い上げ，それぞれの指す「安定」の意味，および各定義の相違に関して整理した．その後，著者ら
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の議論から，「最終安定化物」の定義について検討した． 

E.2. 最終安定化物に類する概念の整理 

E.2.1. 日本における埋立物とその処分方法の対応の整理 

はじめに，我が国に現在存在する概念の中から，「安定化」「安定な廃棄物」に類する考え方である「産

業廃棄物の安定型処分場の埋立物（安定 5品目）」と「管理型処分場の廃止基準」について整理する． 

E.2.1.1 安定型埋立 

日本において最終安定化物の参考となる概念は，安定型埋立処分場に処分されている「安定型産業廃

棄物」である．安定型埋立地には，遮水工や浸出水処理設備などの設置義務がないため，埋立処分可能

な廃棄物は，発生する浸出水が生活環境影響を与えない性状であることが要求される．廃棄物処理法

（1997 年改正）によって定められている安定型産業廃棄物は，産業廃棄物のうちの(1)廃プラスチック

類（自動車や電気製品の破砕物，廃プリント配線および有害物の付着した廃容器包装を除く），(2)ゴム

くず，(3)金属くず（自動車等破砕物，廃プリント配線板，鉛蓄電池の電極，鉛製管や板および有害物の

付着した廃容器包装以外），(4)ガラスおよび陶磁器くず，(5)工作物の除去に伴って生じたコンクリート

の破片など，の 5品目である． 

しかし，現実には，これまで安定型処分場からの浸出水中に高濃度の BODや CODが検出されたり，

ガスが発生したりする事例が報告されている．そのため，安定型産業廃棄物については，管理不要の状

態で埋立処分することを前提とした場合，不適正な埋立物の混入を防ぐ仕組みが不可欠であり，特に，

付着や不十分な選別に由来する木くず，紙くず，繊維くずなど，安定型産業廃棄物として不適切なもの

の混入は回避すべきであるという考えに基づき，1997年の改正において，選別により不適切な廃棄物を

除去し，熱灼減量が 5％以下の廃棄物を安定型産業廃棄物とし，明確な基準を設けている． 

ところで，安定型産業廃棄物は，発生する浸出水が，有害物質や生活環境汚染物質により汚染される

可能性があるかどうかに着目した分類になっている．つまり，なんらかの物質の放出可能性に主眼をお

いた分類方法である．筆者らが定義しようとする「最終安定化物」と安定型産業廃棄物との差異は，①

安定型産業廃棄物は，浸出水への物質の溶解があるかどうかについて判断している．最終安定化物を土

壌と極めて類似した性状であると考える場合，有害物が含まれるか否か（溶出可能性に拘わらず）が一

つの重要な尺度である．②安定型産業廃棄物は，プラスチック類やゴムくずなど，可燃性物質が含まれ

るが，非分解性であってもプラスチック類などは，土壌と異質であると考えられる．③従来の安定型産

業廃棄物は，品目と発生源によって定義されているが，「最終安定化物」の判断においては，品目や発

生源は重要ではなく，そのものの有する性状が重要であると考える． 

E.2.1.2 埋立地の閉鎖における「安定化」の概念 

我が国の管理型埋立地の安定化は，廃止基準によれば，地下水，ガス生成，保有水質，層内温度を対

象に，概ね二年間にわたって基準に適合し，異常が認められない事で判断される．しかし，最終処分場

の「安定化」には，第一の安定化（地中に閉じこめられ，攪乱等が起こされない限り，周辺環境に影響

を与える事がない，Emissionの最小化）と，第二の安定化（環境に曝されても環境負荷とならない，最
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終の安定化，土壌還元状態）があるとされ 1)，廃止基準によって判断される状態は第一の安定化である

と言われている．“最終安定化物”を検討する上での重要なキーワードは「次世代に負の遺産を残さな

い（＝次世代が通常の土地と同様に扱える）」である．この要件を充足するためには，現世代に管理や

保管（異質な土地であることを記録として残す保管も含める）の可能性が生ずる概念（第一の安定化レ

ベル）は適合し得ないとも考えられる．この点に関しては，他の概念も含めて第３節で議論する． 

E.2.2. 海外における“安定化”と“安定化物”に関する考え方 

本節では，「最終安定化」「最終安定化物」の参考となる概念として，欧米における Final Storage Quality，

inert waste，Completion criteriaに関して整理する． 

E.2.2.1 Final Storage Quality（以下 FSQ）［Final Storage：以下 FS］ 

FSQ とは，1986 年にスイスで提唱された概念であり，次のように記述されている 2)．「各世代は，そ

の廃棄物を FSQ の状態にして管理すべきであり，FSQ とは，そこからの放出が，更なる処理をせずと

も環境へ受け入れられるものであり，一つの世代とは 30年である」．FSQに関しては，Bacciniらの成書
3)に詳述されている．同書の共著者らによる FSQに関する記述では，例えば，「FSとは，そこから放出

される物質が環境（大気，水，土壌）に深刻な変化をもたらすことのない廃棄物の処分形態であり，ま

た，短期・長期的に如何なる処理も必要としない形態へと廃棄物を変換することである．FSはしばしば，

“inert”（もしくは non-reactive）の概念と結びつけられる．これは，廃棄物を地核（岩石状，鉱石状，

もしくは土壌様）と同様にすること，あるいは，それが“鉱物的形態”へと変換される事が要求されて

いるということを意味する（O.A. Pfiffner.）」や，「FS埋立地では，その内部における化学的・生物的活

性が低く，そこからの放出は予測可能で，特段の処理を必要としないものである（J. Zeyer and J. Meyer.）」

といった考え方が記されている．最近の文献では，G.Doberl4)らは，「FS概念の主要なゴールは，長期間

維持管理不要の埋立地を築くことである．過去の経験から，廃棄物を大気，水圏，地圏との相互作用か

ら隔離することは不可能であり，廃棄物を FSQ と等価にするには，廃棄物は不活性(Inert)で不動性

(Immobile)で岩石状（Stone-like）でな

ければならない」と言及している． 

上記の通り，FSQ の概念は，要約

すれば，①FSQ とされる廃棄物から

は，環境に影響を与えるような放出

がない，②FSQ と言える廃棄物は，

Inert な廃棄物や鉱物，土壌に近い性

状である．と考えられている． 

さて，FSQの評価・判断について，

前書では，「反応性の物質や生物分解

性物質，水や大気，あるいは他の廃

棄物と反応するような廃棄物は FS

には適さない(H.P.Fahrni)」とし，FSQ

のクライテリアの First Draftとして次の５つの項目を提案している．①廃棄物の化学組成は少なくとも

その 95%程度までは把握する．②廃棄物は 5%以上の有機炭素を含んではならない．③廃棄物は 5%以上

Log tim
[years]
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Toxicity
 index

Fluctuating conditions

Stable conditionsC+C A D+D

Final storage
quality level

Fig.1 Evolution in time of the “Toxicity index” for a specific chemical compound and strategies
to be followed  ( C+C : “concentrate and contain”, A : ”Attenuate”, D+D : “ dilute and disperse
“). The “final storage quality level” represents the maximum acceptable “toxicity index “ in
final storage.

図 E-1 FSQの概念として用いられている図 (A.Pfiffner) 
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の水溶性物質を含むべきではない．④廃棄物は反応性物質（アルカリ金属，腐食性物質）を含むべきで

はない．⑤廃棄物は 10mg/kg以上の有機塩素を含むべきではない．このように反応性，分解性物質を排

除することで埋立地内に安定な状態を創出することを一つの前提条件としている．また，この条件下で

充足すべき具体的な Emission のレベルとして，地下水への Emission についての検討がなされており，

浸出水が地下水の濃度と同等であることを提案している．このように，当時の議論から推察される FSQ

の具体的な評価尺度は Emissionである．また，FSQの概念を説明するために A.Pfiffnerが用いている図

E-1においても，縦軸の Toxicity Indexは，単位時間あたりに埋立地から“放出される”有害物の量であ

る．以上から，FSQとは，そこからの放出（浸出水，埋立ガス等）が無処理でも環境に影響を及ぼさな

いレベルとなることを要求するものであり，そのための性状として非反応性，非溶解性が必要とされる

ことから，結果的に鉱物状の形態が想定されていると考えられる．すなわち，放出（Emission）の最小

化を前提として成立している概念と考えられ，それが，本質的に（含有量として）土壌と同等であるか

否かについては言及されていない．さらに，モニタリングや遮水工なども多重安全性から必要であると

述べられており，あくまでもメンテナンスを最小化して廃棄物を Storage（保管）できる質と理解される． 

E.2.2.2 Inert Waste（不活性な廃棄物） 

欧米での埋立地の定義は，例えば 1999年の EU Landfill Directive5)（以下 EU指針）に見られるように，

埋立地を３つのクラス（①landfill for hazardous waste，②landfill for non-hazardous waste，③landfill for inert 

waste）に分類し，そのクラス別に搬入廃棄物の質を規定している．このうち，Inert waste は，「不活性

な廃棄物」として定義されるものであり，「安定化物」とは定義されていない．しかしながら，本稿で

対象とする「最終安定化物」の参考となる重要な概念であるため取り上げる．EU 指針での Inert waste

の定義は，“不溶性の無機性物質から成り，①物理・化学・生物学的変化が起こらず，②溶解せず，③

燃焼せず・・等”となっている．しかし，具体的な廃棄物の品目や評価基準の記述が無かったため，最

表 E-1 各国での Inert Waste受入基準値の比較 
Inert Waste Acceptance criteria 土壌環境基準 Inert Waste A.C. 土壌含有量基準

ドイツ UK オーストリア 日本 オーストリア オーストリア 日本
DIN 38414-S PrEN12457-3 DIN 38414-S 環告46号 Excavated Demolition 環告19号

溶出 蒸留水 蒸留水 蒸留水 蒸留水 含有量 王水分解 王水分解 1N塩酸
L/S=10/1 L/S=10/1 L/S=10/1 L/S=10/1

[mg/L] [mg/L](*) [mg/L](*) [mg/L] [mg/kg] [mg/kg] [mg/kg]
As 0.04 0.05 0.05 0.01 As 50 200 150
Pb 0.05 0.05 0.1 0.01 Pb 150 500 150
Cd 0.004 0.004 0.005 0.01 Cd 2 10 150
Cr-total 0.03(Cr(VI）) 0.05 0.1 0.05(Cr(VI）) Cr 300(total) 500(total) 250(Cr(VI）)
Cu 0.15 0.2 0.2 Cu 100 500 15
Ni 0.04 0.04 0.1 Ni 100 500
Hg 0.001 0.001 0.001 0.0005 Hg 1 3
Zn 0.3 0.4 1 Zn 500 1500
F 0.5 1 2 0.8 F 4000

有機物（含有量・溶出量）
 IL（含有量） <= 3% － －
TOC（含有量） <= 1% <= 3% <= 2%
溶出液TOC <=5 mg/L <=50 mg/L

(DOC)
<=20 mg/L

有機態塩素 <=0.05mg/L
(AOX)［溶出]

<=0.6
(BTEX)[含有]

<=0.03 mg/L
(EOX)[溶出]

塩類およびその他金属（溶出液中）
Cl － 80 mg/L 200 mg/L
溶解性物質
含有量[%] <= 1%

<= 0.4%
(TDS)

<= 0.8%
(Dry residue)

Fe － － <=1 mg/L

有機塩素化
合物につい
ては，各化合
物毎に個別
指定

(*)UKとオーストリアの溶出基準値は，(mg/kg)の
単位からL/Sにより著者が(mg/L)に換算したもの
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近まで EU各国では個別に具体的な基準を定めてきた．具体例を以下に示す． 

ドイツ 6)は，５つのクラスに埋立地を分類（内一つは岩塩抗などへの地中保管）し，クラス 0の埋立

地を Inert廃棄物の埋立地として指定した．その性状は，①物理的強度，②有機物含有量，③疎水性有機

物質含有量，そして④溶出液中濃度で規定した． 

オーストリア 7)は，２種類の inert 廃棄物埋立地(Excavated-soil 埋立地と Demolition-waste 埋立地) を

定義した．その性状は，①金属含有量（As,Pb,Cd,Cr,Co,Cu,Ni,Hg,Zn）と②有機物含有量，および③溶解

生成分量と④溶出液性状（pHなど）から規定した． 

イギリス 8)では，EU指針と同様の３つの処分場に分類し，Inert Waste埋立地を設定した．指針では，

試験無しで受け入れ可能な廃棄物を EWCの中から具体的に 11種類（ガラス，陶磁器，石，土等）指定

し，試験によって受入を判定する場合には，有機物の含有量と溶出試験（10種の金属とその他６つの規

制項目）から判定することを規定した． 

デンマークでは，埋立地を分類するのではなく，一つの埋立地の区画別に種類の異なる廃棄物を埋め

る概念(Landfill Unit)が採用されており，廃棄物は，Inert waste，Mineral waste，Mixed wasteに分類され

る．この内，Inert waste は，反応性物質を含まない無機物で，そこから放出される物質や生態毒性は無

視できるものと定義された．具体的には，ガラス，陶磁器類，レンガ等が挙げられている．  

このように，Inert Wasteは不活性な廃棄物として，石，陶磁器，ガラス，コンクリート等と考えられ

ており，共通して有機物の含有量を基準として設けている（概ね 3%以下）．日本の安定型埋立との大き

な相違は廃プラスチック，ゴムくず，金属くずの３種が設定されていないことである（本調査の結果内

で）．一方，無機物（重金属，塩類）に関しては溶出を尺度としている国が多く，含有量の基準を設定

していたのは，入手できた受入基準の中では Austria，Denmarkのもののみであった．表 E-1にいくつか

の国での受入基準（一部）を日本の土壌に関わる基準と比較して示したが，Inert wasteの質は非汚染土

壌にほぼ該当する． 

このように各国により判断基準に相違が

あったことから，EU では，欧州標準化委員

会（European Committee for Standardization，

CEN）の CEN-TC292が 2002年 5月に上向流

カ ラ ム 試 験 を オ ラ ン ダ 規 格 を 元 に

prEN14405として提案され 9)，不活性廃棄物

の埋立基準を策定するための溶出特性試験

の一つとして“prEN 14405 上向流カラム試

験”を適用することが合意された．本カラム

試験では，初期溶出濃度（mg/L），累積試料

溶媒比 2 および 10 の各時点での累積溶出量

（mg/kg）を検査項目としている．判定基準

の例を表 E-2 に示す．EU 指令により国内法

を整備し終えた国においては，3つの基準値

を満たす廃棄物を Inert wasteとして取り扱うこととなった． 

 

表 E-2 prEN 14405による Inert waste判定基準の例 

 初期濃度 

(mg/L) 

LS = 2 

(mg/kg) 

LS = 10 

(mg/kg) 

T-Cr 0.1 0.2 0.5 

Ni 0.15 0.2 0.5 

Pb 0.15 0.2 0.5 

F 2.5 4 10 

Al 0.06 0.1 0.5 

Zn 1.2 2 4 

Cu 0.6 0.9 2 

Cl 460 550 800 
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E.2.2.3 Completion criteria10) 

今回，他国の廃止基準で入手できた情報は UK の Completion criteria のみである．Completion criteria

では，埋立地の運営者が維持管理（monitoring and aftercare phase）を終了する手続きが規定されている．

安定化の評価として，浸出水，ガス発生，廃棄物の性状を対象に，維持管理を停止しても問題ないこと

を示す点は我が国の廃止基準と同様であるが，我が国との相違は，将来にわたって，その埋立地からの

放出が環境に影響を与えないことをリスクアセスメントから示すことが要求されているという点であ

る．ただし，そのアセスメントにおいても前提となるのは，“the landfill remains in an undisturbed condition.

（埋立地は将来に亘って攪乱されない状況にあること）”である． 

E.3. 「最終安定化物」の定義とその埋立地の提案 

E.3.1. 「安定型廃棄物埋立」，「廃止
基準」，「FSQ」，「Inert waste」そして”

最終安定化物” 

前節で整理したとおり，「安定化」

もしくは，「安定な廃棄物」を対象と

した，あるいはそれらに類する考え

方には，大きく分けて２つの状態が

ある．直接的には，“第一の安定化”

か“最終の安定化”のいずれに則る

概念かで分類されると考えられる．

“第一の安定化”に類する考え方は，

あくまでもその埋立地となった土地

は，自然の土とは異なる異質のもの

［安定型廃棄物埋立の一部（プラス

チック，金属埋立）］，しかし現世代

がその”保管”を管理できている限

り，環境や健康に影響を及ぼさない．

掘り起こしたり，外乱要素が加わっ

て変化が起きたら，もしかしたら何

かが起こるかもしれないが，現状の

環境状況が大きく変化せず，土の中

に閉じこめておける限り，安全なも

の ［ 日 本 の 廃 止 基 準 ， UK の

Completion criteria］．一方，“第二の

安定化”に類する概念，すなわち，

何が起きても，全く環境にインパク

トがなく，ほぼ土壌に還元，もしく
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図 E-2 安定な廃棄物の定義として考えられている範囲 
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は，その埋められている周辺環境とほとんど同化するものと言えるのが［一部の国の Inert waste（含有

量基準のあるもの，あるいは，品目指定で完全に不活性物のみ）］である．FSQ は後者にかなり近いと

考えられるが，前者にも一部包含されると考え，両者の中間と位置づけた（何故なら，FSQでは，そこ

からの放出は未処理でも環境に影響を与えないが，放出のある（極めて僅かの），土壌とは異質な，保

管すべき性状のものと考えるからである）．図 E-2 に各安定化（物）の定義される範囲に関する著者ら

のイメージを示した．図中に描いた各基準は，我が国の各基準レベルや欧米における受け入れ基準を概

念的に描いたものであり，必ずしも各廃棄物の範囲がこれらに正確に該当するものではない事に注意さ

れたい．図 E-2中の有害重金属を例に取ると，放出と含有の軸の中で，土壌とは，汚染土壌でないこと

が要求されることから，例えば，我が国の土壌環境基準に照らし合わせれば，いずれの軸においても環

境基準以下の範囲に入るであろう．Inert wasteは，表 E-1に示したとおり，含有量基準が規定されてい

るものについては，我が国の基準値より低いものもあったため，両基準値よりも更に小さい範囲とした．

一方，FSQ では，放出は考慮されているものの含有量に関しては考慮されていないと考えられたため，

含有量のみ土壌環境基準を越えた範囲でも存在する．安定型埋立地と管理型埋立地の範囲は，浸出水処

理の有無（すなわち埋立物の積極的管理の必要性）に差があると考え，排水基準および廃止基準を境界

と考えた．放出という観点からは，管理型埋立地の範囲は埋立基準よりも下となるべきであろうが，現

状の埋立物の搬入管理から鑑みて埋立基準を満足しないものも一部搬入されるとして，管理型埋立地の

範囲を一部埋立基準よりも拡大した．含有量に関しては，基準が無いため，広範な範囲をとるであろう

と考え描いたものである．他の指標（生物分解性有機物，塩類，他の金属類）に関しても同様の観点で

範囲を描いた． 

E.3.2. 「最終安定化物」の定義 

こうした日本および海外の動向をふまえ，将来の埋立地および埋立物をどのように考えるかについて

検討した結果，我々の提案すべき最終安定化物の特徴とは，「最終安定化物の埋立地は次世代への負の

遺産となってはならない」ことを前提とすべきことが合意された．「次世代」とは，30～50 年以降を想

定している．また，将来含まれる物質が資源としての価値を持ったとしても，50年以上にわたる長期間

の管理や保管を行うことは負の遺産と考える．具体的なイメージとしては，『「最終安定化物」とは，人

工物(anthropogenic material)であるが，人体に有害な物質を含まず，含んでいても通常の環境では周辺環

境に影響を与えず，次世代以降，つまり 30から 50年後に埋め立てた場所が記録上わからなくなっても

重大な問題を起こす可能性がないもの』と定義した．つまり，最終安定化物埋立地は，最終的に土地や

土壌として利用されることを想定した埋立地である． 

さらに，最終安定化物の中には，いくつかのクラス分けが必要であるという見解に至った．一つは，

埋立物が有害物で汚染されておらず，周辺土壌や風化土壌と違和感なく扱える物である．こうした埋立

物は，もはや管理を必要とせず，一般の土壌と同じく宅地造成や海岸埋立などに利用できる．究極的に

は，こうした埋立物を焼却などの中間処理により作り出し，管理の必要な埋立地を次世代に残さないこ

とが必要である．これを「最終安定化物(I)」と定義した．現状では，Inert Wasteの一部が該当する． 

一方，人体に対して有害ではないが，自然環境や生活環境に影響を与える可能性のある物質を含んで

おり，埋立環境によっては次世代以降にも溶出の可能性がある埋立物がある．例えば，難水溶性の塩や

鉄，アルミなどの金属を含む埋立物である．これらを多く含む埋立物は周辺環境とは異なる組成を持っ

ていると思われるため，埋立地であることの証しを記しておかなければならないかもしれない．こうし
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た埋立物に対しては，30～50年程度の期間には浸出水を集水し，雨水等によって希釈して放流，あるい

は水処理をを行って海へ放流する等の管理を行う．それ以降は，通常の埋立地内環境では安定な物質と

なる必要があるが，例えば極端な酸アルカリ環境，還元環境，熱環境においての（塩累や鉄，アルミな

どの金属の）安定性については保証しない．これを「最終安定化物(II)」とした．すなわち，最終安定化

物(II)の中には，50年間の埋立の間に塩類などが溶出し，最終安定化物に変化するものもあるだろう． 

また，通常の埋立環境では溶出などが起こる恐れはないが，土壌汚染対策法上では汚染土壌となる埋

立物も将来には発生するだろう．例えば現状の主灰や処理飛灰が当てはまる．こうした物質を最終安定

化物とするかどうかは，さらなる議論が必要であるが，今回は安定化物として含めることとし，これを

「準安定化物」とした． 

 

E.3.3. 安定化物判定基準 

次に，具体的に「最終安定化物(I)」と「最終安定化物(II)」を判定する基準を検討した． 

「最終安定化物」は土壌への還元や同化を考慮している．これは，最終安定化物を埋め立てた場所が

汚染土壌であってはならないことを意味している．すなわち，物質の溶出やガス発生だけではなく，そ

の元となるポテンシャルの制御も不可欠であると考えられる．つまり，「最終安定化物」とは，放出の

最小化だけでなく，リスクあるいは放出の「ポテンシャル」自体が最小化されたものといえる．最終安

定化物は汚染土壌ではないことから，安定化物の判定には，例えば，日本の土壌対策基本法の基準を適

用できると考えられる．但し，我が国の土壌環境基準（含有量基準）を本稿で採用する事は，単に尺度

としての例であり，本質的には，「直接摂取」のみならず，含有量としての規定が必要なのかもしれな

い．一方，50年間という比較的短期間の埋立環境での安定性を測る指標としては，蒸留水による溶出試

験が採用することが必要である．（すなわち，「最終安定化物(I)」と「最終安定化物(II)」は，例えば，土

壌汚染対策法の含有量基準(19号)，土壌環境基準(46号)のいずれもクリアする）． 
さらに，「最終安定化物(I)」と「最終安定化物(II)」を区別する項目として，土壌対策基本法では規制

されていない人の生活や自然環境に関する物質の溶出について判定を行う必要がある．例えば有機物や

鉄，マンガン，銅，塩類などである．これらについては，今のところ具体的な試験方法を見いだせない

が，例えば，上記の鉄，マンガン，銅，塩類などについて，蒸留水による溶出試験により 30から 50年

間で溶出可能性がなくなるかどうかを検討し，さらに将来埋立地環境が変化した場合を想定して，pH4

や pH12 に維持したアベイラビリティー溶出試験により，溶出可能性の有無を予測することが必要とな

るだろう．（すなわち，「最終安定化物(I)」と「最終安定化物(II)」の判定は，例えば，土対法に指定され

ていない金属や，塩類の短期，長期的溶出特性から判定する．） 

また，「準安定化物」は，アベイラビリティー試験を行い，有害物質溶出の可能性が無いことを保証

したものとする．ただし，含有されていることにより，汚染土壌として分類されるため，準安定化物埋

立地は，将来にわたって必ず記録しておく必要がある． 

有機物に関しては，「最終安定化物(I)」「最終安定化物(II)」「準安定化物」いずれに関しても，反応や

分解等が起こることは望ましくないことから，分解性有機物は含むべきではない（IL＜5% or 3%）．ま

た，土地としての利用という観点から，プラスチックを含む廃棄物も上記３つの安定化物に含まない事

とした． 
こうした基準は現実的には達成困難である．しかし，汚染土壌を負の遺産と考え，次世代へ残さない
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ためには，こうした厳しい基準が必要であろう．以上の観点により著者らが提案する最終安定化物埋立

地の受け入れ基準は表 E-3のとおりである． 

E.3.4. 安定化物埋立地の管理 

最終安定化物(I)および最終安定化物(II)の埋立地は，構造が比較的簡単となるため，搬入物のチェック

を厳しくする必要がある．現在行われている，展開検査や抜き打ち検査などが一つの方法であるが，限

界もある．将来的には，有害物質に関しては，上流側への物質使用の規制が必要であると考えられる．

例えば，厨芥の鉛含有量を 10mg-Pb/kg-dryとし，焼却して減少する ILが 90％であるとすると，灰中に

は 100mg/kg の鉛が含有されることになる．つまり，厨芥の焼却灰は安定化物として認められる．しか

し，鉛を 1,000mg/kg含むプラスチックを焼却し，ILの減少分を 99％とすると，100,000mg/kgとなり，

この焼却灰は最終安定化物とならない．こうした含有量の規制を行うことは，生産側に対して，使用す

る物質に配慮するというインセンティブを与え，もし埋立処分が必要な物質が発生した場合でも，中間

処理によって最終安定化物となるような製品の生産を促すことができるのではないかと思われる． 

E.4. まとめ 

最終処分場の新たな類型の一つとして「最終安定化物埋立地」を対象とし，その定義，判定法につい

て検討した．はじめに「最終安定化物」を定義する上での参考とするために，これまでの「安定化」や

「安定化物」及びそれに類する概念を国内，海外の情報を元に整理した．次に，その整理した知見によ

って得られた安定化物の考え方や範囲のイメージを基礎に，「最終安定化物埋立地」の位置付けを検討

し，最終的に最終安定化物埋立地の定義を提案した．さらに，その定義を充足する埋立物の受入基準に

ついて提案した． 

表 E-3 筆者らの定義する「最終安定化物埋立地」の受入基準 

ク
ラ
ス

有害重金属
有
機
物

ﾌ゚
ﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ

無害な金属・塩類

具体例 イメージ

最終
安定
化物

(I)

含有量
溶出

通常 過酷

<3%
含
ま
ず

46号 アベイラ
ビリティ等

19号
含有量

溶出

短期 長期

含まず 無し 無し以下 以下 無し
石，ガラス，
陶磁器，コ
ンクリート

人体に有害な物質を含
まず，環境に影響する
ような物質も含まない，
溶け出さない．

最終
安定
化物
(II)

<3%

含む
50年で
溶出が
完了す
る程度

有り 有り以下 以下 無し

汚染土壌に
ならないが異
質なもの（高
塩，無害金属
Rich）

有害物は含まない．塩
類など環境に何らかの
影響を与える可能性の
ある物質を含む．無害
な金属は、激しい環境
変化で出る可能性有り

準
安定
化物

<3% ？ ？ ？以上 以下
有り
無し

スラグ？，
超安定固化
物（重金属
Rich)

最終安定化物でない．
汚染土壌、監視、利用
規制

IL

含
ま
ず

含
ま
ず
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F 低負荷微生物反応器型埋立地に関する研究 

島岡隆行（リーダー），田中信壽，堀井安雄，石井一英 

F.1. はじめに 

埋立地は廃棄物の生物物理化学的な安定化機構を有するが，その安定化の速度は極めて遅い．しかも，

深さ方向の全領域にわたる埋立廃棄物の安定化を，廃棄物を排出した人々が生存する世代に到達させる

ことはできない．ここでは，埋立て完了後，30年間程度で廃止できる，人類の負の遺産とならない埋立

地を模索した． 

短期間で埋立地を廃止させる手立ての一つとして，埋立前処理があげられる．機械選別，焼却処理，

洗浄処理，バイオマスの堆肥化などがそれにあたる．まず始めに，ドイツでは埋立前処理を強化してい

るとの情報を得た．そこで，ドイツを訪問し，埋立前処理の強化の背景，目的，MBP（Mechanical Biological 

Pretreatment）と言われる埋立前処理技術の実施状況などの実態を調査したので報告する．また，我が国

では焼却処理が推し進められ，焼却率は７０％に達し，可燃性廃棄物のほぼ全量が焼却されていると言

っても過言ではない状況にある．埋立廃棄物の半数を焼却残渣で占められている埋立地であっても，埋

立完了後直ちに廃止には至らない．1970年代に有機物主体の埋立地を対象とした開発された準好気性埋

立が，30年以上を経過した現在の焼却残渣を主体として埋立地の有機物安定化にも機能するのかを明ら

かにするための実験に着手した．つまり，準好気性埋立の低負荷微生物反応器として有効性を明らかに

するため，埋立地よりボーリングコアサンプルを採取し，腐食物質の生成およびその性質を調査し，得

られた知見を報告する． 

F.2. ヨーロッパにおける埋立前処理としてのＭＢPの現状 

埋立てられた廃棄物中の有機物含有量が高いと，廃棄物が安定化するまでに長期間を要する．この間，

浸出水処理等の管理費用が継続的に必要になる問題や，跡地利用に移行しにくい等の問題が発生する．

そのため，廃棄物中の有機物含有量を低減させることが重要である．このような問題に対して，ヨーロ

ッパでは，焼却処理あるいはMBP（Mechanical Biological Pretreatment）によって埋立て廃棄物中の有機

物含有量を低減させようとしている． 

MBP は機械選別（破砕，分級，

選別等）と生物処理（好気性分解，

嫌気性分解）を組み合わせた手法

であり，焼却施設と比較して構造

的にシンプルであることや，処理

費用が比較的低コストであること

等の理由から近年注目されている．

MBP 施設はヨーロッパにおいて堅

表 F-1 ドイツ，オーストリア，イタリアにおけるMBP施設数と
年間処理量１） 

国名 既存施設 建設中 計画中

ドイツ 施設数（箇所） 35 1 19

年間処理量(100万t） 2.15 0.16 1.37

オーストリア 施設数（箇所） 11

年間処理量(100万t） 0.1

イタリア 施設数（箇所） 41

年間処理量(100万t） 3.7

N/A N/A

N/A N/A
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実に増加しており，現在稼動中の施設数は，オーストリアで 11ヶ所，ドイツで 35ヶ所，イタリアで 41

ヶ所となっている．ドイツでは近い将来さらに 20ヶ所のMBP施設が建設される予定である（表 F-1）． 

以上のように，ヨーロッパでは MBP は今後の廃棄物処理において重要な役割を果たすべき技術であ

る．ここでは，まずヨーロッパの中でも MBP による廃棄物処理が進んでいるドイツの動向について紹

介する．また，ドイツのノルトラインヴェストファーレン州のゲッシャーにあるMBP施設を紹介する． 

 

F.2.1. 廃棄物の焼却処理とMBP 

現在，ドイツでは年間約 1,400万トンの廃棄物が焼却され

ている．2005年には，これを 1,760万トンまで増強する予定

である．一方，MBP の年間処理量は 215 万トンであるが，

さらに 153万トンを処理できる施設が建設中，あるいは計画

段階にある． 

図 F-1は，ドイツにおける MBP施設の分布状況を地図上

に示したものである．これを見ると，MPB 施設はドイツ西

部の州に多く位置していることがわかる． 

F.2.2. MBPによって処理された廃棄物の埋立基準 

ドイツでは，廃棄物に関する技

術指針（TA Siedlungsabfall，1993）

において，2005 年からは廃棄物を

埋立てる前に前処理を行い，廃棄

物の熱しゃく減量を 5%以下とす

ることが定められた．MBP ではこ

の基準を満足させることは技術的

に困難であり，廃棄物を焼却処理

する以外に方法はないと考えられ

た．しかしながら，2005 年までに

すべての廃棄物を焼却できる施設を建設することは，時間的にもコスト的にも不可能であった．さらに，

埋立地においては，基準を満足できない廃棄物を受け入れられなくなった場合，その最終処分場は収入

源がなくなるために経営がなりたたず，計画された使用年限を待たずして閉鎖せざるをえない．図 F-2

に示すように，現在ドイツには 450 以上の最終処分場が存在するが，そのうち使用年限が 2005 年を越

える最終処分場は 170以上もある． 

以上のような問題に対応するため，2001 年に「環境に適合できる廃棄物貯留に関する法令

（Abfallablagerungsverordnung AbfAblV）」が制定された．この法令において，MBPによって処理がなさ

れた廃棄物に関する埋立基準が新たに設けられ，熱しゃく減量５％という要求を満足していなくても埋

立地に受け入れることが可能となった．この法令により制定された埋立廃棄物の基準 2)を表F-2に示す．

これを見ると，MBP以外の廃棄物については，有機物含有量が 3％以下（埋立地クラスⅠ），5％以下（埋

立地クラスⅡ），TOC が 1％以下（埋立地クラスⅠ），3％以下（埋立地クラスⅡ）となっているのに対

ノルトライン・
ヴェストファーレン州

バイエルン州

バーデン・
ヴェルテンベルク州

ザールラント州

メックレンブルク・
フォアボンメルン州

テューリンゲン州

ザクセン州

ザクセン・
アンハルト州

ニーダー
ザクセン州

シュレースヴィッヒ
ホルシュタイン州

ブレーメン市

ブランデンブルク州

ベルリン市

ハンブルク市

ヘッセン州

ラインラント・
プツァルツ州

ノルトライン・
ヴェストファーレン州

バイエルン州

バーデン・
ヴェルテンベルク州

ザールラント州

メックレンブルク・
フォアボンメルン州

テューリンゲン州

ザクセン州

ザクセン・
アンハルト州

ニーダー
ザクセン州

シュレースヴィッヒ
ホルシュタイン州

ブレーメン市

ブランデンブルク州

ベルリン市

ハンブルク市

ヘッセン州

ラインラント・
プツァルツ州

図 F-1 ドイツのMBP施設分布状況

2009年以上
（48箇所）
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図 F-2 ドイツの最終処分場分布状況(1997-2003年の調査結果）
出所：Rethmann社
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し，MBPによって処理さ

れた廃棄物については，

有機物含有量に関する基

準がなく，TOCは 18％以

下と相対的に低い基準に

なっている．一方，MBP

によって処理された廃棄

物は，生物分解性有機物

と高位発熱量に関する基

準が定められている．こ

の基準によると，MBP処

理された廃棄物は生物分

解性有機物含有量が

5mg/g 以下，ガス発生率

が 20ｌ/kg 以下，高位発

熱量は 6,000kJ/kg 以下で

あることが要求されてい

る．この基準を満足して

いれば，有機物含有量が

5%を超えていても埋立てが可能であることを意味している． 

F.2.3. MBAゲッシャー 

2003年 10月，著者らはド

イツの西部のノルトライン

ヴェストファーレン州（以下，

ＮＷ州と呼ぶ）のボルケン郡

ゲッシャー町を訪れ，MBA

ゲッシャーを視察した．MBA

とは， MBP をドイツ語

（Mechanisch - Biologischen 

Abfallbehandlungsanlage）で表

記したものである． 

MBA ゲッシャーでは，ボ

ルケン郡全域から発生する

家庭系・事業系都市廃棄物，

粗大廃棄物を受け入れてお

り，さらに，一部の廃棄物は，オランダからも運ばれてくる．収集人口は約 36 万人，年間の受け入れ

量は約 8万 5千トンである．搬入された廃棄物は，機械選別や生物処理を経て最終的には 4万 2千 5百

トン（受け入れ量の 50％）まで減量化された後に埋立処分される．MBA ゲッシャーにおける廃棄物の

表 F-2 廃棄物の埋立基準（Abfallablagerungsverordnung AbfAblV） 2）

埋立地クラスⅠ4) 埋立地クラスⅡ4)

有機物含有量1)

熱しゃく減量 % - <=3 <=5
TOC % <=18 <=1 <=3

有機物からの油脂類抽出物 % <=0.8 <=0.4 <=0.8

生物分解性有機物2)

生物分解性有機物含有量 mg/g <=5 - -

ガス発生率3) l/kg <=20 - -

高位発熱量 kJ/kg <=6,000 - -
溶出基準

pH -  5.5-13.0  5.5-13.0  5.5-13.0
電気伝導度 mS/cm <=50.000 <=10.000 <=50.000
TOC  mg/l <=250 <=20 <=100
フェノール  mg/l <=50 <=0.2 <=50
砒素  mg/l <=0.5 <=0.2 <=0.5
鉛  mg/l <=1 <=0.2 <=1
カドミウム  mg/l <=0.1 <=0.05 <=0.1
六価クロム  mg/l <=0.1 <=0.05 <=0.1
銅  mg/l <=5 <=1 <=5
ニッケル  mg/l <=1 <=0.2 <=1
水銀  mg/l <=0.02 <=0.005 <=0.02
亜鉛  mg/l <=5 <=2 <=5
フッ素  mg/l <=25 <=5 <=25
アンモニア性窒素  mg/l <=200 <=4 <=200
シアン及びその化合物  mg/l <=0.5 <=0.1 <=0.5
有機塩素化合物  mg/l <=1.5 <=0.3 <=1.5
蒸発残留物 % <=6 <=3 <=6

1), 2) 乾ベース
3) Gärtest試験法（GB21）に基づく。
4) 埋立地のクラスにより、遮水工の構造等が異なる。

MBP処理ごみの
埋立基準

項目
その他のごみの埋立基準

 

家庭、事業所からの都市廃棄物

機械選別

焼却あるいはRDFと
して利用

生物処理 乾燥・分解による減量
21-22 %

18,500 t/年
埋立処分
48-52 %

42,500 t/年

処理できない廃棄物（大型の金属くず等）

3 %, 2,500 t/年

鉄くず

3 %, 2,500 t/年

有機物リッチなごみ
69-74 %

61,000 t/年

プラスチック等
20-25 %

19,000 t/年

100 %
85,000 t/年

家庭、事業所からの都市廃棄物

機械選別

焼却あるいはRDFと
して利用

生物処理 乾燥・分解による減量
21-22 %

18,500 t/年
埋立処分
48-52 %

42,500 t/年

処理できない廃棄物（大型の金属くず等）

3 %, 2,500 t/年

鉄くず

3 %, 2,500 t/年

有機物リッチなごみ
69-74 %

61,000 t/年

プラスチック等
20-25 %

19,000 t/年

100 %
85,000 t/年

図 F-3 ゲッシャー MBPにおける処理フロー 
出所：EGW社  
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処理フローおよび施設の平面図を図 F-3，図 F-4に示す． 

F.2.4. 廃棄物処理における
MBPの位置付け 

ここでは，ドイツの廃棄物

処理・処分の現状について概

観したのち，MBA ゲッシャ

ー施設の視察結果を報告し

た．焼却中心のわが国に対し，

ドイツでは，焼却と MBP を

組み合わせることで，環境負

荷を低減させようと努力し

ている．焼却処理と MBP を

比較した場合，有機物含有量

の低減化という点では MBP

は焼却処理にはるかに及ば

ないが，MBPは焼却処理と比較して低コストでかつ単純な構造であり，施設の操作や維持管理も容易で

ある．2001 年に定められた MBP 廃棄物の埋立基準は，ドイツにおける MBP の普及をさらに促進させ

ると考えられる． 

近年，すべての廃棄物を焼却することの是非について，盛んに議論が行われている．著者がドイツで

お会いしたブッパタール大学の Ehrig教授は，有効な廃棄物処理技術が確立されるまでの間，MBPは過

渡期の技術として重要な役割を果たすだろうと述べた． 

F.3. 埋立前処理（焼却処理）された廃棄物（焼却残渣）中有機物の分解 

F.3.1. 廃棄物に関する過去の研究 

一般廃棄物埋立地からの浸出水中の腐植物質に関する過去の知見については，Christensen J. B. et al.

（1996）3)は，埋立地浸出水(デンマーク)で汚染された地下水における DOC と Cd，Ni，Zn との錯体形

成について調べた．金属の分配計数（Kd）を求め，それから金属の移送速度を計算した結果，DOC の

存在に伴い，その速度が高まっている． Christensen J. B. et al. (1998)4) は，浸出水で汚染された地下水

における腐植物質ついて調査を行い，DOC中のフミン酸が 10％，フルボ酸が 60％，親水性分画が 30％

となっていることを示した．Christensen J. B. et al. (1999) 5) は，浸出水で汚染された地下水中の DOC成

分が銅と鉛との錯体を形成することに着目し，イオン交換を基づいて平衡計算を行った．Nanny M. A. Et 

al. (2002) 6) は，3ヶ所の埋立地浸出水(アメリカ)から酸沈殿分画と酸溶解分画を分離した結果，それぞ

れ 6～15％，51～66％（浸出水中非揮発性有機炭素-NPOC-基準）が含まれている．その結果，分離され

た成分は脂肪族であり，陸上および水環境の腐植物質より酸化されてないことが示唆された．Kang K.-H. 

et al (2002) 7)は，埋立経歴の異なる 3ヶ所の埋立地浸出水(韓国)から腐植物質を分離，その化学的・分光

学的性質（元素組成，FTIR スペクトル，1Hおよび 13C NMR スペクトル，分子量分布など）を調査
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図 F-4 ゲッシャー MBAの施設概要 
出所：EGW社 
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し，標準腐植物質（IHSS提供）との比較を行った． 

また，焼却灰を対象とした腐植物質に関する現在の研究動向は下記のようである．Van Zomeren et al. 

(2003) 8)は，焼却灰(オランダ)の腐植物質は，DOC成分の 20％であり，フルボ酸が大部分を占めている．

Zhang S. et al. (2004)9)は，清掃工場の焼却灰(ドイツ)とその 5ヶ月保管試料における DOCおよび生分解

性有機物（amino acids, hexosamines, carbohydrates）の挙動を調べ，総有機物質の 1.2%が生分解性有機物

であり，その 35％が 5ヶ月保管によって分解されることを確認した．Kim Y.-J. et al. (2004) 10)は，ライシ

メータに 6-8 年間充填された焼却灰(日本)から腐植物質を抽出し，腐植化を調べ，表層部(表面から

30-70cmまで)からの腐植物質が他より多く抽出されたことが分かった．また，バッチ溶出試験から，腐

植化が進むにつれてダイオキシンの溶出濃度が高くなった． 

ごみ埋立地における有害重金属やダイオキシン類等の疎水性有害物質，さらにビスフェノール A等の

内分泌撹乱化学物質の長期的な溶出挙動を解明することは，埋立地周辺の環境影響を評価する上で極め

て重要である．これらの有害物質は，有機物の微生物分解によって生成した難分解性有機物である腐植

物質と，錯体を形成して移動していることが知られている．生ごみが直接埋立されていた頃の埋立地は

もとより，埋立ごみの主体が焼却残渣となった現在においても，焼却過程における未燃有機物が腐植化

し，有害物質の挙動に影響を与えていると考えられるが，腐植物質の生成メカニズムについては不明な

点が多い． 

ここでは，埋立地における腐植物質の生成と，その性質を明らかにすることを目的として，既埋立地

においてボーリング調査を実施した．深さ方向のボーリングコアサンプルから腐植物質を抽出し，その

生成過程，化学・分光学的性質，およびフルボ酸の酸解離特性を検討した． 

F.3.2. 試料および実験方法 

（１）試料 

ボーリング調査は，F 市一般廃棄物最終

処分場（供用開始：1988年，閉鎖予定：2018

年）で 2002 年 7 月に実施した．採取した

ボーリング試料は，埋立された年代毎に分

割し，採取深さ 3～5m，13～22m，および

26～30mの試料（以後，2-1，2-3，2-5とす

る）から腐植物質を抽出した．それぞれの

試料のうち，焼却残渣（粒径 5mm 以下）

は 72，68，56%を占めていた． 

（２）分析項目 

埋立廃棄物の基礎的性状を把握するた

め，まず，含水率，強熱減量の測定，およ

び溶出試験（JLT46）を行った．次に，腐

植物質の生成と，その性質を明らかにする

ため，風乾後の試料 200g を用いて腐植物質（フミン酸，フルボ酸，フミン，および非腐植物質）を抽

出した．抽出方法は，国際腐植物質学会の標準方法 11)に準拠した．抽出フローを図 F-5に示す． 

抽出したフミン酸，フルボ酸の主要構成元素を調べるため，CHN コーダ（MT-5，柳本製作所製）に

Sample

Precipitation Supernatant

Eluate

Acid extraction

Base extraction

Freeze 
drying

Separation

Removal of clay
Dialysis
Freeze drying Re-adsorption to DAX-8 resin 

Eluatingand ion exchange
Freeze drying Non 

humic 
matterHumic acid Fulvic acidHumin

Precipitation Supernatant

SupernatantPrecipitation

Freeze 
drying

Adsorption to 
DAX-8 resin
Eluating
Removal of clay

Sample

Precipitation Supernatant

Eluate

Acid extraction

Base extraction

Freeze 
drying

Separation

Removal of clay
Dialysis
Freeze drying Re-adsorption to DAX-8 resin 

Eluatingand ion exchange
Freeze drying Non 

humic 
matterHumic acid Fulvic acidHumin

Precipitation Supernatant

SupernatantPrecipitation

Freeze 
drying

Adsorption to 
DAX-8 resin
Eluating
Removal of clay

 

図 F-5 国際腐植物質学会の標準的な腐植物質抽出法 11）
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よって C，H，N および灰分を分析した．また，腐植物質の化学構造を調べるため，フーリエ変換赤外

分光分析（FT/IR-620，日本分光製）を行った．分析条件は，波数 400-4000cm-1，分解能 4cm-1，積算回

数 32回とした．また，抽出したフルボ酸(試料 2-3)を用いて電位差滴定による酸解離定数およびその分

布 fiの測定を行った．試料 2-3から抽出したフルボ酸 0.0010gを 0.1Mまたは 1.0Mの硝酸ナトリウム溶

液 20ml（FA50mg/l）に溶解させた後，0.01Mの NaOHと 0.1Mまたは 1.0Mの硝酸ナトリウム混合溶液

をオートピストンビュレット（京都電子，APB-510B）を用いて滴下し，平衡電位をイオンメーター（Orion，

720A+）に接続した pH電極（Orion，9101）と比較電極（Orion，9002）で測定した． 

F.3.3. 結果および考察 

（１） 腐植物質抽出結果 

焼却残渣 200g（≦0.25mm）から腐植物質を抽出した結果，試料 2-1，2-3，2-5からそれぞれ 0.22，0.13，

0.04wt%が抽出された．この抽出率は，土壌に含まれている腐植物質の含量 1～20％12)よりはるかに下回

っている．深さおよび埋立経過時間による腐植物質の抽出傾向は，埋立層の浅い方（2-1）からの腐植物

質が他より多く抽出された．また，フミン酸とフルボ酸の抽出比率である HA/FAは，試料 2-1，2-3，2-5

についてそれぞれ 0.62，0.74，0.24であった．抽出率を強熱減量から計算すると，試料 2-1，2-3，2-5に

ついてそれぞれ 3.6％，1.0％，0.4％であった．一般に，腐植物質の生成は，生物遺体の微生物による分

解産物であるリグニン，ポリペノール，アミノ酸，糖類などの縮・重合反応が関与している．しかし，

埋立地における腐植物質の生成は，有機物の由来が多岐に渡っていること，高塩類，高 pH 等の条件下

で進行することから，一般腐植物質の生成メカニズムとは大きく異なっていると考えられ，さらなる検

討が必要である． 

（２） 腐植物質の化学結合構造 

元素分析結果を表 F-3に示す．埋立焼却残渣から抽出した腐植物質の元素組成は，炭素含量がフルボ

酸よりフミン酸に多くと含まれており，酸素含量はフミン酸よりフルボ酸に多く含まれている．これは，

国際腐植物質学会から提供されている腐植物質の元素組成 12)とは違わない．また，焼却灰を充填したラ

イシメーターから得られたフミン酸の元素組成 13)を比較すると，各元素はそれぞれ類似している．試料

の深さ別の元素組成をみると，酸素含量は浅い方が高く，水素含量は深い方が高い．このことは，埋立

地の深さ方向の酸素濃度分布，すなわち埋立深さが深いほど好気性条件から嫌気性条件に転換となるた

め生成する腐植物質の酸素含量が減少したと考えられる．埋立地における埋立経過後の酸素条件の変化

は，生成する腐植物質の元素組成に影響を与えていると言える． 

表 F-3 焼却残渣から抽出したフミン酸およびフルボ酸の元素組成 

Humic acid Fulvic acid

Depth(m) 3-5 13-22 26-30 3-5 13-22 26-30

Sample name 2-1 2-3 2-5
Avg. IHSS 

standard
Lysimeter 
sample 2-1 2-3 2-5

Avg. IHSS 
standard

C 54.9 56.1 56.8 55.9 53.8-58.7 54.4-55.6 47.1 49.4 52.8 49.8 40.7-50.6

O 32.7 31.4 29.5 31.2 32.8-38.3 33.2-33.6 44.5 43.0 39.2 42.2 39.7-49.8

H 6.2 6.4 7.0 6.5 3.2-6.2 4.6-4.7 5.5 5.3 6.0 5.6 3.8-7.0

N 6.2 6.1 6.6 6.3 0.8-4.6 6.5-7.7 2.9 2.3 1.9 2.4 0.9-3.3

unit: %(w/w) of a dry, ash -free sample

Humic acid Fulvic acid
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C 54.9 56.1 56.8 55.9 53.8-58.7 54.4-55.6 47.1 49.4 52.8 49.8 40.7-50.6

O 32.7 31.4 29.5 31.2 32.8-38.3 33.2-33.6 44.5 43.0 39.2 42.2 39.7-49.8

H 6.2 6.4 7.0 6.5 3.2-6.2 4.6-4.7 5.5 5.3 6.0 5.6 3.8-7.0

N 6.2 6.1 6.6 6.3 0.8-4.6 6.5-7.7 2.9 2.3 1.9 2.4 0.9-3.3

unit: %(w/w) of a dry, ash -free sample
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試料 2-1と 2-3か

ら抽出した腐植物

質（2-1HA，2-1FA，

2-3HA，2-3FA）の

赤外分光光度分析

結果を図 F-6 に示

す．FTIR スペクト

ルは対象物質の有

機物結合状態に関

する情報を提供す

る．図から検出されたピークは，3400cm-1 付近の水素結合した

O-H伸縮振動，2600cm-1付近の脂肪族 C-Hの伸縮振動，1700cm-1

付近の C=O の伸縮振動，1600cm-1 付近の C-C 伸縮振動，

1450cm-1付近の脂肪族C-Hの変角振動およびO-Hの伸縮振動，

1200cm-1付近の C-O の伸縮振動によるピークと推定される．こ

のような試料のスペクトルは，土壌の腐植物質の赤外吸収スペ

クトルと類似している．図 F-6 より，フミン酸とフルボ酸の赤

外吸収スペクトルを比較すると，2-1，2-3 とも，フルボ酸の

1700cm-1付近の C=Oの伸縮振動を表すピークが，フミン酸のそ

れより強いことが分かる．このことは，フルボ酸に結合してい

るカルボキシル基が，フミン酸より多く存在していることを示

している． 

（３） フルボ酸の酸解離定数 

電位差滴定によるフルボ酸の酸解離定数を求めた結果を

図 F-7に示す．図より，解離度の増加に伴い見かけの酸解離

定数（pKapp）は増加する．また，フルボ酸の解離は溶液中

の塩濃度の影響を受けていることからフルボ酸の高分子電

解質としての性質を確認できた 14)．また，フルボ酸の多種

のカルボキシル基はそれぞれ異なる酸解離定数を持ってい

ることから，得られた pKapp を分割することにより含有し

ている様々なカルボキシル基の pKa およびその分布 fi の計

算を行った（表 F-4）．得られた pKaと fiによって，フルボ酸の分子構造を推定することが可能となる． 

F.3.4. まとめ 

本研究では，焼却残渣主体の埋立地において腐植物質が生成していることを確認した．抽出量につい

ては，いずれの試料からも少量の腐植物質が抽出された．抽出した腐植物質の元素分析結果については，

標準腐植物質の元素分析値との差異は認められなかった．また，深さ別の元素組成については，酸素条

件が腐植物質の酸素含有量に影響を与えていると推測された．フーリエ変換赤外分光分析結果からは，
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図 F-6 ボーリングコアサンプルから抽出した腐植物質の FT-IRスペクトル 
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図 F-7 試料 2-3のフルボ酸におけ
る解離度と見かけ酸解離平
衡定数の関係 

表 F-4 3-discrete site modelで計算され
た見かけ酸解離平衡定数（試料
2-3のフルボ酸） 

Site (i) pKa,i f i

Ⅰ 2.84 43.8%

Ⅱ 4.02 34.0%

Ⅲ 4.97 22.1%

Site (i) pKa,i f i

Ⅰ 2.84 43.8%

Ⅱ 4.02 34.0%

Ⅲ 4.97 22.1%
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腐植物質の各種化学結合状態が推定でき，さらにフルボ酸にはカルボキシル基のピークが強く検出され

た．フルボ酸の酸解離定数について調べた結果，フルボ酸の高分子電解質性が認められ，含有する各カ

ルボキシル基の酸解離定数 pKaおよびその分布 fiを得た． 

F.4. F．４  低負荷微生物反応器型埋立地に関する一考察 

F.4.1. 跡地利用と安定化促進との関係 

ここでは，跡地利用と安定化促進の程度について考えてみることにする．どの程度の期間で安定化す

ることが最も望ましいのであろうか．安定化の期間を考える上で考慮すべき点は， (1) 安定化するまで

の生活環境保全上のリスク，(2)廃止までの間，維持管理に要する経費，そして(3)跡地利用開始の期間で

あろう．環境リスクについては，許容される最終処分場周辺への環境影響レベルが廃止基準であるとす

れば，浸出水の水質，埋立ガス質などを早期に改善されることが望まれる．その際には，早期安定化対

策による費用対効果が十分に検討されなければならない．跡地利用については，当面，その土地利用計

画がなければ，慌てて安定化を促進する必要がないと考えられる．既に，廃止基準を満足しているなら

ば，なお一層，安定化促進をはかる必要性がないと言える．跡地利用が念頭におかれずに，埋立事業が

行われている多くの山間埋立地において，廃止基準を満足した後にも安定化促進対策を講じる際には，

以上述べた観点からの十分な議論が必要である． 

低負荷微生物反応器型埋立地がめざす埋立地とは，廃止基準に達するまでの廃棄物処理施設として維

持管理を軽減，短縮できる埋立地であり，焼却処理などの埋立前処理を受けた廃棄物に対しても，微生

物の安定化作用が期待され，安定化促進（廃止までの期間短縮）が望まれる埋立地と言える． 

F.4.2. 最終処分場跡地形質変更に関する廃棄物処理法改正（2004）との関連 

平成 16 年の廃棄物処理法の改正において，廃棄物が地中にある土地で，形質変更が行われることに

より，生活環境保全上の支障が生じるおそれがある区域を都道府県知事等が指定を行い，その区域内で

の土地の形質変更は施工方法の基準に従い実施することと知事への届出が義務づけられたところであ

る． 

埋立廃棄物が土壌環境基準を満足するまでに安定化するのを待って，埋立地の跡地利用がなされるこ

とは少ないと思われる．何らかの土地利用の必要性にせままれ，跡地利用を行うことが一般的である考

える．その意味で，低負荷微生物反応器型埋立地に，早期の跡地利用を可能とすることを望むことは得

策とは言えない．早期の跡地利用を可能とする埋立地には，廃止された後も跡地利用に向けた恒常的な

対策が必要であり，微生物反応に依存して埋立廃棄物を安定化させるのに要する期間（例えば，20年以

上）と，跡地利用の着手までの期間（例えば，廃止 5年後に立案）は，恐らく時間スケールが異なった

ものである場合が多く，跡地利用が可能となるまでに安定化した埋立地となる前に，跡地利用のための

地形質変更がなされることになると考えられる．また，微生物反応による安定化で期待されることは，

有機物の分解が主たるものであり，重金属，ＰＯＰs などの安定化は期待されない．埋立地の再生事業

では，埋立廃棄物の掘削工事と掘削廃棄物の選別，搬出，有効利用が主たる流れであり，その各工程に

おいては周辺環境を保全するための様々な対策が並行して行われることになる．埋立地の跡地利用にお

いても，似た行為が行われると考えられる．この様に最終処分場跡地形質変更の視点からも，低負荷微
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生物反応器型埋立地には廃止までの期間を短縮する役割が望まれ，跡地利用計画が明確でない中で，埋

低負荷微生物反応器型埋立地の機能に，跡地利用が可能となる期間短縮のための安定をも求めることは

合理的と言えない． 
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G 最終処分場の適正化方法および跡地利用に関する研究 

平野文昭，熊野秀明，長野修治，前田伊瑞実，松藤康司 

G.1. はじめに 

不適正最終処分場とは「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を

定める命令」（昭和５２年３月１４日総・厚１号，以下共同命令という）や「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令第３条の処分基準」1)に適合しない処分場で，例えば遮水工，保有水等集排水設備，

地下水集排水設備，浸出液処理設備などを有していない処分場のことである 2)．機能不全最終処分場と

は一般に上記共同命令や「廃棄物最終処分場性能指針」（平成 12年 12月 28日，生衛発 1903号，以下

性能指針という）などに示されている性能に関する事項を満足しない処分場であるといえる． 

本報では，これらの不適正処分場や機能不全処分場の適正化方法や最終処分場の跡地利用について検

討する． 

G.2. 処分場の機能評価方法 

G.2.1. 評価方法 

ある処分場が不適正処分場であるかどうかは，処分場の設計図面と実際の設備とを現場で照合すれば

ある程度判明するが，機能不全処分場であるかどうかを判断するためには性能指針などに示される性能

を満足しているか確認しなければならない．性能指針には，一般廃棄物最終処分場の性能に関する項目

として，(1) 埋立処分容量，(2) 遮水工（遮水効力，遮水工破損検知設備，有害物質の溶出），(3) 保有

水等の集排水，(4) 発生ガスの排除，(5) 浸出液処理設備（処理能力，処理水質の性状，安定稼動），(6) 

調整池の容量，が示されている 3)．さらに，性能指針には，各項目の性能に関する事項の確認方法が記

されている．一応，最終処分場の機能は，性能指針に記された確認方法を実施することにより評価でき

るとされているが，これには具体的な方法が示されていないので，現在広く実施されているとはいい難

い． 

さらに，その性能を許可申請時に確認することができる項目も，運用するにしたがって確認すること

が困難になる場合もある．特に，(2)遮水工，(3)保有水等の集排水，(4)発生ガスの排除に関する性能を

確認することは難しく，(2)では，遮水工の下流側の地下水の水質を調査し，その変化を把握すること，

(3)では，集排水管の出口での水量の変化を把握すること，(4)では，通気設備から排出されるガス量の変

化を把握すること，などに留意して性能確認を行わなければならない． 

G.2.2. 法律との整合性 

性能指針は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の第 8条第 1項に定める一般廃棄物の最終処分場

について適用されるものであり，一般廃棄物処理施設の許可を受ける者が，申請時に満足しなけれ ば

ならないものである． 
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申請時以降の最終処分場の性能の確認については規定が存在していないので，運用中の最終処分場の

機能変化については対応できていないのが現状である．したがって，将来最終処分場の機能が運用中も

申請時通りに保持されているのか定期的な確認検査の実施が望まれる． 

G.3. 不適正処分場および機能不全処分場の適正化方法 

G.3.1. 既存の適正化方法 

不適正処分場や機能不全処分場は，速やかに改善されなければならない．さらに，周辺地下水及び排

水等の調査によって汚染が判明した処分場及び汚染の恐れがある処分場についても速やかに共同命令

などに整合するように改善するかあるいは適性に閉鎖するなどの措置を講じることが必要である．前記

調査によって，汚染が判明した処分場及び汚染の恐れがある処分場については，保全対策措置をとらな

ければならない．その手順は次の通りである 2)． 

(1) 緊急対策（保全対策を含む） 

 ・取水停止や飲用禁止の措置 

 ・シートカバーなどによる雨水浸透の防止対策 

 ・湧水の流路変更対策 

 ・地下水の汚染範囲確認調査（流下方向の敷地境界の複数地点で実施） 

(2) 適正化方法（延命化または閉鎖）の方針決定 

(3) 延命化または閉鎖のための調査 

 ・遮水工の設計のための調査 

 ・浸出水処理計画のための調査 

 ・地下水汚染対策のための調査 

(4) 延命化または閉鎖のための計画立案 

 ・遮水工の選定および対策工法の検討 

 ・浸出水の水量制御計画および処理施設の設計・発注仕様書の作成 

 ・地下水汚染対策工事の検討 

 ・工事中および工事後のモニタリング計画の立案 

 ・安定化までのモニタリング調査と新たな汚染が生じた場合の対応方法の検討 

延命化または閉鎖のための計画は，これらの処分場を F.3.1 の(2)の検討結果すなわち再整備して延命

化を図る場合あるいは閉鎖する場合のそれぞれに応じて立案する．計画を立案するためには，十分な現

地調査が必要で，特に地質，地下水流動，廃棄物の量と質，浸出水の量と水質，発生ガスの量と質の把

握が重要である．すなわち，地下水調査，排水等の調査，地質調査，埋立物調査，地形測量調査が必要

である． 

処分場の延命化を図る場合には，これらの調査結果に基づいて，(A) F.3.1 の(3),(4)に示す項目を満足

する改造計画を策定し，延命化のための改造工事を実施する．(B)埋立物を撤去後，新設する．処分場を

閉鎖する場合には，(C)延命化を図る場合と同様に改造計画を策定し，閉鎖のための改造工事を実施する．

(D)埋立物を撤去後，廃止する，などの対策フローが考えられる． 
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G.3.2. 法律との整合性 

改造工事を実施した後の処分場の各種設備の有無やその性能については，共同命令や性能指針が適用

される． 

G.4. 処分場跡地の利用事例調査および課題 

G.4.1. 閉鎖された処分場の跡地利用 

(1) 処分場跡地の利用事例 

廃棄物処分の概念が出始めた頃は，山間部，湿地などの利用価値の少ない所に処分場を作り，廃棄物

の埋立が終了すれば，この土地を畑などの農地にして利用（表層利用）していた．最近では，山間部な

ど人があまり生活できない場所に処分場は建設され，周辺地域に道路などの生活基盤施設が建設される

ようになってきた．このような施設が整備されれば，人が集まってきてこの地域は人が生活できる地域

へと変化する．さらに，埋立地が閉鎖されれば，埋立地の周辺に住宅などが建設され，一つのコミュニ

ティが形成されるようになる．都市開発が進むにつれて，埋立跡地も利用せざるを得なくなり，広い敷

地を必要とする学校や公共施設が跡地に建設されるようになる． 

従来の埋立跡地の利用方法を表G-1に示す．農地や公園などの利用を表層利用（表G-1ではAとする），

１戸建て住宅や倉庫などの利用を中層利用（表 G-1では Bとする），中・高層住宅，小・中学校，体育

館，清掃工場などの利用を深層利用（表 G-1では Cとする）とすれば，利用形態は表 G-1のように分類

できる．利用形態は Aが 12箇所，Bが 8箇所，Cが 12箇所である． Aグループは対策をほとんど必

要としない利用法である． B，C グループは，地盤や発生ガスなどの対策が必要である．  

(2) 埋立跡地を利用する際の検討項目 

埋立跡地を利用する際には，利用形態ごとに検討を行うことが必要である．それぞれの検討結果に応

じた対策を実施することにより，跡地の利用が可能となる．以下に，利用形態ごとの検討項目について

述べる． 

a. 表層利用 

 表層利用における検討項目には，浸出水，発生ガス，地盤沈下などが上げられる． 

 ① 浸出水水質 

農地として利用する場合，浸出水が作物に被害を生じないことが重要である．したがって，浸出

水の水質基準は，農業用水の基準と同程度であることが望まれる． 

 ② 発生ガス 

農地として利用する場合，発生ガスは作物の生育に大きな影響を与える．土壌中のガス組成の炭

酸ガス濃度が 10％を越えると酸素濃度が著しく低下して，作物に影響を与えるといわれている． 

③ 地盤沈下 

  地盤の不同沈下が生じれば，沈下した所に水が溜まるなどして根ぐされの原因となる． 

b. 中層利用 

中層利用では，表層利用の場合の項目に加えて発生ガスの爆発に関しても検討する必要がある． 

① 浸出水水質 

浸出水水質の基準は，排水基準程度であることが望まれる． 
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 ② 発生ガス 

床下などのデッドスペースにおけるメタンガスによる爆発についての検討が必要である．メタン

ガスは 5～15％の濃度で爆発するので，爆発が生じないように利用の際の濃度基準には濃度は 1％以

表 G-1 埋立跡地の利用方法 

処分場名 利用方法 利用形態分類

1 モエレ処分場（北海道） 公園 A

2 ８号地埋立処分場（東京都） 公園，倉庫 A

3 千駄堀処分場（千葉県） 公園 A

4 神明台処分場（神奈川県） スポーツ公園 A

5 長坂処分場（神奈川県） スポーツ公園 A

6 今津第一埋立場（福岡県） ハウス栽培 A

7 宮田廃棄物埋立地（滋賀県） 農業試験場 A

8 長井埋立地（神奈川県） 農地 A

9 北港処分地（大阪府） 緑地，スポーツ公園 A

10 津之下埋立地（広島県） スポーツ公園 A

11 西貞方処分場（徳島県） 農業施設 A

12 鶴見処分場（大阪府） 緑地公園 A

13 １４号地埋立処分場（東京都） 体育館，植物館 B

14 １５号地埋立処分場（東京都） ゴルフ場 B

15 戸室処分場（石川県） スポーツ公園 B

16 大黒埠頭（神奈川県） インターチェンジ B

17 浮島埋立事業所（神奈川県） 道路 B

18 長潟埋立処分地（新潟県） 事務所，倉庫 B

19 第一濁川埋立処分場（新潟県） 運動場，クラブハウス B

20 五台山処分場（高知県） 野球場 B

21 東長崎埋立処分場（長崎県） 体育館，運動場 C

22 八田処分場（福岡県） 小，中学校 C

23 末広町地先埋立地（神奈川県） 清掃工場 C

24 第一，二大浦谷埋立地（福岡県） 汚泥再処理センター C

25 前島クリーンセンター最終処分場（大阪府） 清掃工場 C

26 半田市一般廃棄物処分場（愛知県） 清掃工場 C

27 龍野市一般廃棄物処分場（兵庫県） 粗大ごみ処理施設 C

28 津島屋埋立処分地（新潟県） 体育館 C

29 今津埋立地（福岡県） 養護学校 C

30 今津第二埋立場（福岡県） スポーツ公園，体育館 C

31 横大路埋立地（京都府） 清掃工場 C

32 豊田環境保全センター（愛知県） レクレーション施設 C  
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下とするのが適当である．さらに，発生ガス中のメタンガスの濃度が 1％以下であれば，メタンガ

ス以外の成分の濃度も低いと予想されるので，悪臭や酸欠などの問題も解決できると考えられる． 

 ③ 地盤沈下 

建築基礎構造設計規準同解説によれば，最大地盤沈下量は 10cm以下，相対地盤沈下量は 1cm以

下が望ましいといわれている． 

c. 深層利用 

 深層利用では，中層利用の場合の項目に加えて，基礎杭などに対する腐食や植生に関しても検討す

る必要がある． 

  ① 浸出水水質 

 浸出水水質の基準は，排水基準程度であることが望まれる．腐食性を考慮すれば，地盤調査法

（地盤工学会）4)のコンクリート，鋼材の腐食に対する判断基準が参考になる． 

 ② 発生ガス 

 発生ガスに関する基準は，中層利用の場合と同程度で良いと考えられる．腐食性を考慮すれば，

硫化水素も検討すべきである． 

 ③ 地盤沈下 

 中層利用の場合と同程度で良いと考えられる． 

 ④ 腐食性 

 高層建築の場合，コンクリートや鋼管杭などの杭を利用するので，これらの腐食についての検

討が必要である．コンクリートの腐食に影響する要因は，浸出水，発生ガス，廃棄物などが考えら

れる．特に，廃棄物に含まれる侵食性成分である酸度，硫酸塩の把握が重要である（地盤調査法参

照）． 

 ⑤ 植生 

 最終覆土が終了した後の覆土表面の植生についての検討が必要である．覆土表面の植生は埋立

地全域一様ではなく，異なるいくつかの群落を形成する．これには埋立跡地からの湧出ガス，覆土

の土壌成分（保水量，栄養塩類，重金属など），地温などが影響していると考えられるので，植生を

検討することにより影響要因の特定が可能となる．湧出ガスに特に敏感な植物は，セイタカアワダ

チソウとくずである． 

G.4.2. 処分場の跡地利用における今後の課題 

処分場跡地の利用に関しては，跡地利用計画が(i)最終処分場の計画段階で策定されるのか，(ii)埋立作

業段階または埋立終了段階で策定されるのか，(iii)廃止後に策定されるのかで大きく異なる．(i)では，

跡地利用の時期や最終処分場の構造物，維持管理などが検討されるため，合理的かつ経済的な利用がで

きる．(ii)では，土地利用規制や埋立地の安定度などにより利用形態が異なる．(iii)では，廃止基準が明

らかでないので，廃止までにかなりの期間を要する．この場合，「跡地形質変更に係る施行ガイドライ

ン」に従わなければならないため，かなりの経済的負担を強いられることになる． 

跡地利用にあたっては，人の健康，周辺環境に影響がないように，埋立地盤の特性（遮水工など）な

どを十分に勘案して利用計画を策定する．跡地利用の内容や方法によっては，埋立地の廃棄物の分解・

安定状況，浸出水の水質，発生ガスの性状と量などが大きく変化し，浸出水の浸透・流出経路なども変

化することが考えられるので，利用による新たな環境汚染が生じないように配慮することが必要である． 
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埋立地盤は，腐食性を有し沈下しやすいので，これらの対策を講じることも必要となる．さらに，発

生ガスなどの処理施設は，利用開始後も必要な施設であるので，処理施設がそれ自体に損傷を受けない

ように，施設が利用者に被害を与えないように管理する事も必要である． 

したがって，処分場の跡地利用をする場合，次のような項目について検討する必要がある． 

(1) 予備調査 

・廃棄物埋立範囲，埋立廃棄物の種類，遮水工破損の有無などを調査し，把握する． 

・跡地を利用する際の土地所有者，利用者，工事関係者の責任を明確にする． 

 ・設計に必要な地盤強度，性状，ガスの発生状況，地盤改変による埋立地盤の変化の予測などを把握

する． 

(2) 跡地利用方法 

・埋立地盤から発生するガスや臭気による労働安全衛生上の管理方法を確立する． 

・周辺環境の監視方法を確立する． 

 ・対策工を実施した後の処分場の機能検査方法を明確にする． 

(3) 利用時の管理方法 

 ・跡地利用者は埋立跡地の特性を十分認識し，想定される事故や事故が発生した場合の対応方法を把

握する． 

(4) 跡地利用に関する法律 

・環境への影響に関しては，基本的には現行の環境関連法規が適用される． 

 ・処分場を廃止後，跡地利用のため地下にある廃棄物を除去する場合については，廃棄物が地下にあ

る土地の形質の変更の届出として「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の一部を改正する法律案，

第 15条の 17～19が適用される． 

・一方，土地利用に関する規制は数多く存在するが，一般的な開発規制上の法規のほかに，特に最終

処分場の跡地といった特性を考慮した規制の検討が必要である． 

従来，埋立地の安定化にはかなりの時間を要し，埋立終了（閉鎖）から廃止までの間，跡地利用は積

極的に行われてこなかった．埋立跡地を有効に利用するために，埋立終了（閉鎖）後管理しながら直ち

に利用することが考えられている．埋立跡地を利用すれば，地表面からの雨水の浸透を防ぎ浸出水の発

生を抑制することができる．さらに，ガス抜き管などで発生ガスを放出させるので浸出水の水質も改善

することができる．このように埋立跡地を利用することにより，埋立終了（閉鎖）から廃止までの浸出

水の水処理費用を低減できるなど数々のメリットがあると考える． 

G.5. おわりに 

以上の調査によって，以下のような事項が明らかになった． 

(1)機能評価方法 

 ・機能評価に関する具体的な実施方法が示されていない． 

 ・運用中の定期的な機能確認検査が実施されていない． 

(2)適正化方法 

 ・延命化や閉鎖のための改造工事後の各種設備に関しては，共同命令や性能指針が適用される． 

(3)処分場跡地の利用事例調査と課題 
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  ・処分場跡地の利用の際には，利用形態ごとすなわち表層利用，中層利用，深層利用ごとの検討が

必要である． 

  ・処分場跡地の利用に関しては，跡地利用計画の策定時期により，種々の規制やメリットおよびデ

メリットが生じる． 
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